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序論 

 

１．研究の背景と目的 

クルーグマン（1995）はアジアの新興工業国家の成長は生産効率の改善によるもの

ではなく、経済成長のほとんどは労働力の投入、教育レベルの改善、物的資本への投

資、すなわち投入の増大で説明できるとし、アジア経済はいずれ陰る投入増大型の経

済であると断じた。 

1 人当たりＧＤＰの上昇と共に付加価値額を創出する産業部門は変化し1、東アジア

では農業部門から工業部門、サービス部門へ産業構造の転換が進んでいる2。 

その背景として、第一にグローバリゼーションの進展による貿易形態の変化があげ

られよう。貿易の形態はヘクシャー・オリーンの伝統貿易理論に基づく一方向貿易か

ら産業内貿易に変化し、産業内貿易は差別化された財を求める水平的産業内貿易や国

際分業体制を支える垂直的産業内貿易に構造を変化させている。第二に域内の貿易形

態や分業構造の変容がもたらす産業構造の変化をあげることができる。産業構造の変

化は海外からの直接投資をもたらし、産業集積を発展させている。第三にＲ＆Ｄ集約

度の高い産業の集積効果による先進技術や知識の移転があげられる。先進技術や知識

の移転は海外現地法人のＲ＆Ｄ活動により現地化（Localization）され、海外現地法人

との取引や交流を通じて先進技術が地場産業にスピルオーバーしている。地場企業に

伝播した技術や知識は国内企業全体の生産性を向上し、企業の付加価値額を高め所得

水準の向上や雇用の増加をもたらす。 

本論文は、そういった貿易構造の変化、産業の高度化と産業構造の変化、多国籍企

業による海外直接投資を経済発展の諸要因として、東アジアの貿易構造の変化と域内

貿易額、タイにおける産業集積形成と地域経済の付加価値額の増加、受入国の知的財

産権保護と日本企業による技術輸出額の増加に焦点を当て、提起された仮説を検証す

る。 

 

 

 
1 第 1 章、図 1-1 を参照されたい。  
2 労働移動については、付表１を参照されたい。  
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２．各章の構成 

 本論文は、序論、第一章、第二章、第三章、終章の５つから成る。まず、序論では、

研究の背景と目的、本研究の構成を述べる。 

第一章では東アジアの国際分業構造の変容に着目し、成長メカニズムの起点である

貿易構造の変化と域内貿易の活発化に焦点をあてる。 

はじめに、第一の仮説「東アジアの垂直的産業内貿易(VIIT)のシェアの上昇が２国

間貿易額を増加させる」ことを検証する。また、1985 年のプラザ合意後、円高にとも

なう生産拠点の代替先として東アジア、特にタイは日本企業の進出ラッシュとなり国

際生産ネットワークを形成してきたが、2000 年代に入ると中国をハブとする国際生

産ネットワークや東南アジアにおいてはタイをハブとする国際生産ネットワークが拡

大している。そこで第二の仮説として「東アジアの垂直的産業内貿易（VIIT)における

中国、タイの台頭」を検証する。  

クルーグマン（1995）は、アジア経済はいずれ陰る投入増大型の経済であると断じ

たが、クルーグマンの議論には、東アジアの域内貿易の活発化を通じた垂直的分業の

進化、およびその生産性向上という視点が欠けている。  

そこで、第一章では、東アジアの垂直的産業内貿易の増加と域内貿易の活発化に着

目し、東アジア国際分業ネットワークの中軸を担う日本、中国、韓国、東南アジア諸

国との貿易統計データから、言語の共通性や国境の隣接性など文化的地理的背景をコ

ントロールしながら、市場規模、一人当たりの豊かさ、2 国間の貿易構造や距離が、

両国間の貿易に及ぼす影響について、グラビティ・モデルを用いて実証する。 

 第二章では、第一章において東アジアの貿易額増加とタイの垂直的産業内貿易に「正」

の相関が示されたこと、東アジアでも有数といえる産業集積がタイに形成されている

こと、さらに 1980 年代後半から外資系企業をテコとした重化学工業への産業構造転

換にタイが取り組んでいることから、タイに着目する。産業の特化や産業構成が多様

で競争的であるといった外部経済効果とタイの地域経済の付加価値額の増加との相関

を検証する。 

域内貿易の活発化は分散立地する地域の産業集積を国際分業体制の枠組みの下で

統合・拡大し、新たな企業の参入や投資により集積力を高め、海外現地法人の先進技

術移転を促進させる。移転された技術のスピルオーバーは国内企業の生産性を高め、

付加価値の創出により新たな雇用や所得水準を向上する。 
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このような産業集積の集積力を外部経済効果とし、第一の仮説「産業の特化、産業

の多様性、競争環境はすべての地域において付加価値を高める」、第二の仮説「工業

団地のある県においては、仮説 1 の外部性の効果が他の県に比べより一層強い」、第

三の仮説「R&D 集約度の高い業種が集積している県では産業の多様性、競争環境の効

果が他の県よりも強い」ことを検証する。 

第三章は、日本企業の技術移転と受入国の知的財産権保護制度との相関を検証する。

知的財産権保護水準は技術移転額に影響を与えると考えられるため、第一の仮説「知

的財産権保護の強化は、技術輸出額を増加させる」、第二の仮説「途上国及び中進国で

は、知的財産権保護の強化が他国からの技術移転を促す効果がより強い」、第三の仮説

「知的財産権保護水準の強化は、R&D 集約度の高いハイテク産業の技術移転を促す」、

第四の仮説「知的財産権保護の強化は企業内取引による技術輸出を増加させるが、あ

る一定の知的財産権保護水準を超えると減少に転じる。そのため知的財産権保護の変

化を横軸、企業内取引による技術輸出額の増減を縦軸に置くと、その曲線は逆 U 字と

なる」ことを検証する。 

終章では、議論の総括と今後の研究課題をまとめる。  
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第一章 東アジアの域内分業構造の変容と経済発展 

 

はじめに 

 

グローバルサプライチェーンの拡大は地域統合を加速し、物品、サービス、投資、

労働者の自由な移動を目的とする自由貿易協定（Free Trade Agreement ,FTA）や経

済連携協定（Economic Partnership Agreement,EPA)の締結を進展させるとともに

国際生産ネットワークを緊密化している。国際生産ネットワークで統合され成長を続

ける東アジアへの投資は増加しており、世界経済における東アジアの存在感は高まっ

ている。 

このような世界の貿易構造、国際分業体制の変容により、現代の貿易形態は産業

間貿易3から産業内貿易4(IIT:Intra-Industry Trade)へ変化し、海外直接投資の拡大

や多国籍企業の調達構造の多角化により水平的産業内貿易 5(HIIT:Horizontal 

Intra-Industry Trade) や垂直的産業内貿易6(VIIT:Vertical Intra-Industry Trade)

の比率を高めている。 

若杉（2007）は、「水平的産業内貿易は、生産要素の賦存状況が類似している財、

すなわち品質やブランドなど差別化された最終財が嗜好により選択されることで貿易

量が拡大する。また、水平的産業内貿易は嗜好の多様化に応じ差別化された財の取引

であることから、所得の増加に伴い取引量も増加し両国の貿易が拡大する 7。他方、

垂直的産業内貿易(VIIT)は一つの最終財を生産するために必要な複数の工程をこれ

までの自国内独自での調達から国・地域を越え域内周辺諸国に拡大することから、部

 
3 産業間貿易は、ヘクシャー・オリーンの貿易理論が説明する生産要素の賦存状況が異なる先進

国と発展途上国との間の貿易である。一方向貿易とも呼ぶ。  
4 「産業内貿易は、同一産業内に分類され、異なる品質・ブランドを有する財が 2 国間で双方向

に輸出入されるタイプの貿易として定義される」（若杉、2007）。 
5 石戸・伊藤・深尾・吉池（2003）は、「水平的産業内貿易を、貿易額から一方向貿易を控除した

貿易額の内、輸出入の単価比率を 1/1.25（約 0.8）から 1.25 の範囲に収まっている品目の貿易額

とすること」を条件として抽出している。 
6 石戸・伊藤・深尾・吉池（2003）は、「垂直的産業内貿易を、貿易額から一方向貿易を控除した

貿易額の内、輸出入の単価比率を 1/1.25（約 0.8）から 1.25 の範囲に収まらない品目の貿易額と

すること」を条件として抽出している。 
7 中国や ASEAN 諸国の富裕層が欧州や米国の高級ブランド車を輸入し、米国では日本や韓国の

自動車が品質とコストの点から輸入されていることなどが挙げられよう。  
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品など中間財を中心に域内貿易を大きく増加させる 8」と述べている。このように、

域内貿易の増加要因を分析する場合、「産業間から産業内」、「水平的から垂直的」に

視点を拡げる必要がある9。 

21 世紀以降、東アジアは経済成長とともに産業構造を変化（図 1−1）させている。

その背景には域内貿易構造の変化に伴う産業集積の発展や、産業集積の集積力の高ま

りによる直接投資の増加と技術移転があろう。貿易構造の変化と域内貿易の活発化が

国際生産ネットワークを緊密化し、サプライチェーンやネットワークの深化が製造プ

ロセスの改善、ユニークな新製品を生み出す原動力となる。  

そこで、本章は東アジア域内国で進む国際分業構造の変容に着目し、このような成

長メカニズムの起点である貿易構造の変化と域内貿易の活発化に焦点をあてる。はじ

めに第一の仮説として「東アジアの垂直的産業内貿易(VIIT)のシェアの上昇が、２国

間貿易額を増加させる」ことを検証する10。また、1985 年のプラザ合意後、円高にと

もなう生産拠点の代替先として製造業を中心に東アジア、特にタイは日本企業の進出

ラッシュとなり、国際生産ネットワークを形成している。2000 年代に入ると中国、タ

イをハブとする国際生産ネットワークの形成が拡大している。そこで第二の仮説とし

て「東アジアの垂直的産業内貿易（VIIT)における中国、タイの台頭」を検証する。  

UN Comtrade11が提供する 1999 年から 2018 年の 20 年間にわたる、日本、中国、韓

国、ASEAN 主要国を含むアジア 10 か国の２国間貿易データを用いて、垂直的産業内貿

易額のシェアの上昇と２国間貿易額の増加の相関を検証する。  

第１節では垂直的産業内貿易のシェアの上昇と貿易額の増加や国際分業構造の変容

に関する先行研究をサーベイし、第 2 節では東アジア域内貿易の構造分析を行う。その

後、第 3 節では分析の角度と視点を述べ、第 4 節において垂直的産業内貿易（VIIT)の

 
8 石戸・伊藤・深尾・吉池(2003)は、理論モデルによる分析から、水平的な産業内貿易か垂直的

な産業内貿易かを選択する決定要因として、FDI コストと貿易コストが共に低い場合にのみ垂直

的な産業内貿易は活発化し、FDI コストが高い場合は、先進国企業はこれを回避するため、現地

市場への供給を狙いとした直接投資（水平的な直接投資）を主に行うようになることを示した。  
9 石戸・伊藤・深尾・吉池(2003)に詳しい。 
10 若杉（2007）は「垂直的産業内貿易の指標を、フラグメンテーションを代理する指標として捉

え、東アジアの貿易の拡大がフラグメンテーションによる垂直的産業内貿易の進展と密接に関連

しているかどうかを検証することは、近年の貿易拡大のメカニズムを明らかにする上で重要な課

題である」と述べている。  
11 国際連合統計局（United Nations Statistic Database）がオンラインで提供するデータベー

ス。UN Comtrade には、ほとんどの国連加盟国の相手国・商品分類別の貿易額や数量のデータが

収録されている。https://comtrade.un.org 
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貿易拡大効果の計量分析を行う。第 5 節に記述統計量を示し、第 6 節では分析の結果

を示す。 

 

図 1−1  1 人当たり GDP の変化と産業部門別 GDP 対付加価値額比率 

(1960 年-2018 年の東南アジア 7 か国） 

 

（出所）THE WORLD BANK より筆者作成。 

 

１．既往の研究 

本章は、「東アジアの垂直的産業内貿易(VIIT)のシェアの上昇が、２国間貿易額

を増加させる」という仮説を検証するものである。そこで、垂直的産業内貿易のシェ

アの上昇と貿易額の増加や国際分業構造の変容に関する先行研究をサーベイする。 

 

１．１ 垂直的産業内貿易の増加と貿易額の活発化 

垂直的産業内貿易のシェアの上昇が２国間貿易額の増加に影響を与える先行研究

として、若杉（2007）がある。垂直的産業内貿易の指標を、フラグメンテーションを

代理する変数として捉えることで、フラグメンテーションの増加が東アジア諸国の貿

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

10.0 12.0 14.0 16.0 18.0 20.0 22.0 24.0

第一次産業 第二次産業 第三次産業

実質1人当たりGDP  【US＄ 対数値】
G

D
P

 

比
率
【
％

対
数
値
】



7 

 

易の拡大にどのような影響を与えているかを検証している。そして、フラグメンテー

ションによる国際的工程間分業は、東アジアの貿易拡大と経済発展にとって重要であ

ることを実証した。その理由として、若杉（2007）は「生産工程のフラグメンテーシ

ョンの拡大は、第一に部品・中間財の貿易が必然的に増加すること、第二にモジュー

ル化した生産工程が規模の経済効果により国際市場での競争力を高め、貿易量の拡大

を促す」ことをあげている。 

また、電気機械産業のケースを用いて東アジアの直接投資と域内における垂直的

産業内貿易（VIIT）の相関を検証している研究として、石戸・伊藤・深尾・吉池

（2003）がある。石戸・伊藤・深尾・吉池（2003）は実証分析により、東アジアの産

業内貿易の増加の大部分が垂直的な産業内貿易であることを明らかにした。 

なお、筆者は若杉（2007）や石戸・伊藤・深尾・吉池（2003）と同様の問題意識

から、変数の選定や分析方法について若杉(2007) 、石戸・伊藤・深尾・吉池

（2003）の手法に倣っている。 

 

１．２ 貿易の活発化による国際分業構造の変容 

2001 年末の中国の WTO 正式加盟、2002 年の「ASEAN・中国包括的経済協力枠組

協定（ACFTA）」締結など、東アジアにおける中国の台頭は、輸出入など貿易シェ

アの変化とともに、多国籍企業の国籍が変わるなど国際分業構造を変容させている。 

大原（2003）は、第一に「エレクトロニクス製品、パソコン、IT 関連製品では中

国と ASEAN が世界的な生産拠点となっており、特にパソコン関連性品がこれらの地域

の分業をベースにグローバルな産業として発展していること」、第二に中国と主要貿

易国との輸出入額では「電子機器産業において日本市場の地位が下がっているこ

と」、また「中国、NIEs、東南アジアが一体的な分業体制を構築していること」を

HS コード４桁分類12を用いて明らかにした。 

大西（2006）は、中国の世界貿易機関（WTO）加盟や ASEAN との自由貿易協定

（FTA）締結後、東アジアの市場環境変化と域内経済交流が深化した結果、「第一

 
12 HS は、世界税関機構（World Customs Organization、WCO）が開発した輸入関税品目体系

である HS は、部（Section）、類（Chapter）、項（Heading）、号（Subheading）という４つの

階層で構成されている。上位階層である部と類（HS２桁コード）の総数はそれぞれ 21 と 96 であ

る。HS はユニークな６桁コードが与えられており、コード上位の２桁と次の２桁がその号の所属

する類と項を表し、下２桁が当該号の識別番号である。（熊倉、2011、p.28）。HS６桁コードは、

統計的分析に用いることができる最小単位である。  
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に 1990 年代半ば以降欧米日の多国籍企業が東アジアにおいて分業体制を構築したこ

とで、機械、電機（製品、部品）の貿易が相互に拡大していること、第二にそれに伴

い中国企業と ASEAN 企業間で水平的分業構造が形成されたこと、第三に中国、タ

イ、韓国、台湾など東アジア域内では、同じ品目であっても品質や特性によって差別

化された製品を生産できる国や地域を選択する産業内貿易や原材料から最終製品の工

程を域内国で分担する工程間分業が広がりつつあり、東アジア全域において産業間、

企業間、工程間の多様な分業ネットワークが形成されてきたこと、第四に ASEAN 

と中国企業の中にはこうしたネットワークの一翼を担うだけでなく、独自の生産・販

売ネットワークを形成しつつあること」を明らかにした。 

また、中国の経済的台頭と ACFTA の締結が ASEAN の各国経済に与える影響につ

いて、対中国、対タイなど ASEAN 直接投資の増大、対中貿易構造の変化を分析し

たものにトラン(2007)があり、「中国の台頭により ASEAN 各国の主要市場でのシ

ェアは低下したが、一方で ASEAN 先発国に対中輸出拡大という発展機会を与えて

いる」とした上で「今後さらにこの発展機会を利用するために、新しい比較優位の確

立を通じて、中国との水平分業・産業内分業を促進していく必要がある」と述べてい

る。 

本分析は国際生産ネットワークにおける中国の台頭を確認するために、対象産業

の選定など大原（2003）、大西（2006）、トラン（2007）の論点を援用している。 

 

１．３ 域内貿易の活発化と経済成長 

東アジアにおける「経済統合」による域内貿易の活発化に言及したものとして、

平塚・石戸（2006）は、東アジアに分散立地した製造工程が統合されることで貿易上

の「実質的な統合 de facto integration）」が進展し、東アジアに垂直的な分業ネッ

トワークが形成されているとした 13。また、電気機械産業において垂直的産業内貿易

が相互間の貿易を活発化させる理由として、中国、韓国、シンガポール、マレーシ

ア、タイの 5 か国が東アジア域内から中間投入を受ける前方連関効果の需要国である

ことをあげ、日本の電気機械産業の中間財を誘発する強い後方連関効果を持つ国が台

 
13 特に、「カンボジア、ラオス、ミャンマーではグローバル経済に統合される前に公式な統合が

始まろうとしており、これら 3 カ国を東アジアの実質的な統合に組み込んでいくため経済協力が

極めて重要である」とした（平塚・石戸、2006）。 
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湾、シンガポール、マレーシア、タイであると指摘した。 

浦田（2001）は、「東アジアにおいて、日本の多国籍企業を中心とする域内分業

体制が形成され、アジア域内の相互依存関係の深化に貢献しているとともに在アジア

日系企業の調達・販売行動では企業内工程間分業が行われている可能性が高い」と述

べている。また、浦田（2001）は、「生産規模の拡大と生産効率の向上という供給

面、国内財への需要喚起による国内生産の拡大や設備投資の拡大といった需要面か

ら、東アジアにおいて貿易と直接投資が相互に域内依存を高める形で急速に拡大し、

貿易と直接投資がいくつかのチャネルを通じて経済成長を促す」ことを理論的、実証

的に示している点で興味深い。 

 

図 1-2 国内で工程分業していた A 国Ｗ社Ｚ製品の製造工程 

 

 

（出所）木村（2015）、若杉(2007）、小池（2004）より筆者作成 

 

図 1-3 垂直的に工程分業した A 国Ｗ社のＺ製品の製造工程 

 

（出所）木村（2015）、若杉(2007）、小池（2004）より筆者作成 

 

工程3(A国）工程1-1(A国)
工程1-2(A国） 工程1-3(A国）

工程2(A国）

最終財需要国
(E国)

工程1(A国)

工程1-2(B国）

工程2(D国）

工程1-3(C国）

工程3(A国）
最終財需要国
(E国)

技術移転 技術移転

技術移転

工程1-3生産品
域内需要国(Ｇ国)

工程1-2生産品
域内需要国(Ｆ国)

工程2生産品
域内需要国(Ｈ国)

（コスト競争力向上による需要増
＋ボトルネック解消による供給力向上）
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 図 1-2 と図 1-3 は、「東アジアの垂直的産業内貿易（VIIT）のシェア上昇が、

２国間貿易額を増加させる」ことを検証する仮説提起の背景である。図 1-2 は、国

内での工程分業により最終需用国（自国消費を含む）へ輸出されるモデルの例であ

る。一方、図 1-3 は、自国と他国との生産要素賦存比率の違いに基づき、自国より

比較優位にある他国に工程を分業することで最終需用国（自国内消費を含む）へ輸出

されるモデルを示したものである14。これまで自国内で分業していた工程が他国に固

定を移管することで２国間の貿易量は増加する。また、資本や労働に比較優位を持つ

国に工程を分業することで、製品のコスト競争力の向上により当該製品の需要の向上

が見込まれる15。さらに、自国から他国に工程移管とともに生産技術が移転されるこ

とで他国は生産部品を域内の需要国に輸出することが可能となり、多角的に貿易量を

増加させる可能性を持つ。このように垂直的産業内貿易が域内の貿易額全体を高める

ことを仮説提起の背景としている。 

本分析は、平塚・石戸（2006）が明示した「実質的な統合 de facto 

integration）」による東アジアの垂直的な分業ネットワークの形成や浦田（2001）

が示す垂直的産業内貿易の活発化と経済成長を仮説の援用し分析を進める。 

なお、データの入手が困難な台湾を除き、シンガポール、タイ、フィリピン、イ

ンドネシア、マレーシア、日本、中国、韓国、さらにタイをハブとする国際分業生産

ネットワークの一翼を担うベトナム、カンボジアを対象国として選んでいる。 

 

２．東アジア域内貿易の構造分析 

（1）貿易重複度（TOL）を用いた貿易構造の分析 

まず、２国間の貿易を一方向貿易(OWT)と双方向貿易に分ける、次に双方向貿易

を水平的産業内貿易（HIIT)と垂直的産業内貿易（VIIT)に分類していく。 

 

𝑇𝑂𝐿 =
𝑀𝑖𝑛(𝑋𝑖𝑗𝑡 ,𝑀𝑖𝑗𝑡)

𝑀𝑎𝑥(𝑋𝑖𝑗𝑡 ,𝑀𝑖𝑗𝑡)
                    (1) 

 
14 近年の国際分業は、知識、設備、労働といった要素別に工程を分業する国際ネットワークが形

成されている。例えば、製品の創案、企画は日本、部品の生産は中国、最終の組み立ては東南ア

ジアといった工程分業である。 
15 自国内の工程にボトルネックとなる工程が存在していたならば、他国に工程を移管することで

供給能力の向上も期待できる。 
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貿易重複度（TOL)は、𝑋𝑖𝑗𝑡と𝑀𝑖𝑗𝑡をそれぞれ t 期における２国間の１国と j 国が i

品目での輸出額と輸入額とし、両者の小さなほうを分子に置き、大きい方を分母に置

いて計測する。TOL＞0.1 の場合、両国の間で行われる貿易の中に輸出と輸入の重複

部分が多い場合「双方向貿易」と判断し、また、TOL≦0.1 の場合、貿易の中では輸

出か輸入の一方が主導地位を占めるため、「一方向貿易(OWT)」とする。次に「双方

向貿易」に関しては、輸出単位価値と輸入単位価値が製品の品質差異を反映したもの

であると仮定し、両者の乖離値の大きさによって、「水平的産業内貿易（HIIT)」と

「垂直的産業内貿易（VIIT)」を判断する。本研究では、輸出単位価値と輸入単位価

値を UVX と UVM とし、各時期に、品目ごとの輸出金額と輸入金額を、それぞれ輸

出数量と輸入数量で割った単位価値（β）で示す。 16 

 

𝛽𝑖 =
𝑈𝑉𝑋𝑖𝑗𝑡

𝑈𝑉𝑀𝑖𝑗𝑡
                        (2) 

 

閾値の判断は、1/1.25≦β≦1.25 の場合、「水平的産業内貿易（HIIT)」と分類

し、β＜0.8 または、β＞1.25 の場合、「垂直的産業内貿易（VIIT)」と定義するこ

ととする。17以上の判断基準をベースに貿易形態分類表を表 1−1 に示す。 

 

表 1−1 貿易形態分類表 

 

（出所）石田（2003）を参照に Jingfei Yu（2011）が作成したものを筆者引用。 

 

双方向貿易に分類された単位が異なることから、単位価値計算が出来ない(β＝

NA)品目を「単位が異なる双方向貿易（DIIT）」に分類した。品目ごとに分類した各

形態の貿易額を対象国(ｊ国)や期間（ｔ期）について集計し、t 期ににおけるｊ国と

 
16Greenaway ,Hine & Milner(1994)、若杉(2007)、石戸・伊藤・深尾・吉池(2003)、Jingfei Yu

（2011）はこの手法に基づき貿易形態を分類している。 
17 Greenaway ,Hine & Milner(1994)、および石田（2003）は±15％を使用し、石戸･伊藤・深

尾・吉池（2003）は±25％を採用している。本分析では、過大評価を防止するため Jingfei Yu

（2011）と同様に＋25%を採用した。 

0.8≦β≦1.25 β＜0.8　or β＞1.25 β＝NA

TOL>0.1 HIIT VIIT DIIT

TOL≦0.1 OWT
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の貿易総額で割ると各形態(式の中では小文字のｗで表わす）の貿易シェアとなる。 

 

𝑇𝑆𝑤 =
∑  𝑖 (𝑋𝑖𝑗𝑡

𝑤

 
,𝑀𝑖𝑗𝑡

𝑤 )

∑  𝑖 (𝑋𝑖𝑗𝑡 ,𝑀𝑖𝑗𝑡 )
                      (3) 

 

本分析では、垂直的産業内貿易額を分子に置き、２国間の貿易総額を分母に𝑇𝑆𝑤＝垂

直的産業内貿易シェアを算出する。また、垂直的産業内貿易シェアをロジスティック

変換18し、対数化（lviitr）した変数により推計する。 

 

３．分析の視点と角度  

はじめに、分析対象の範囲は、東・東南アジア１０か国（シンガポール・タイ・

フィリピン・インドネシア・マレーシア・ベトナム、カンボジア、日本、中国、韓

国）である。 

 次に、それぞれの変数の出所について、被説明変数である貿易額は、UＮ 

Comtrade19提供データを用いている。説明変数として採用した GDP は、THE 

WORLD BANK20の Data Catalog よりそれぞれ GDP (constant 2010 US$)を利用し

ている。2 つ目の変数である距離は、CEPⅡ21が提供している GeoDist より、人口に

より重み付けのなされた距離データを採用した。計測拠点は両国の首都である。3 つ

目の変数である垂直的産業内貿易比率は、UＮ Comtrade 提供データを用いる。輸

入と輸出を合わせた総貿易額に対し、貿易重複度（TOL）の計測により算出した垂直

的産業内貿易額からその比率を算出する。  

また、本分析で利用する貿易データは World Trade Atras(UN Comtrade)から電

気機械 Harmonized System(HS)コード 6 桁を活用する。計測期間は、1999 年から

 
18 垂直的産業内貿易シェアは、垂直的産業内貿易額を分子に置き、２国間の貿易総額を分母に置

くため、0 から 1 の間の数値しかとらない。２値変数を従属変数にして回帰分析を行うために 0−1

の上限を取り払う。これにより線形回帰を適用できるようになる（石戸・伊藤・深尾・吉池、

2003）。 
19 国際連合統計局（United Nations Statistic Database）がオンラインで提供するデータベー

ス。UN Comtrade には、ほとんどの国連加盟国の相手国・商品分類別の貿易額や数量のデータが

収録されている。https://comtrade.un.org/ 
20 世界銀行。 
21 CEPⅡ（Centre d’𝐸́tudes Prospectives et d’Informations Internationales）は、フランスの国

際経済研究機関である。若杉・伊藤（2007）は、説明変数として採用した分析国の各国首都間距

離データを CEPⅡの提供データから得ている。 
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2018 年の 20 年間であり、上記 10 か国間の相互間貿易データを用いている 22。な

お、電気機械は HS 分類では HS850110 から HS854890 までの 48 品目からなり、部

品・完成品を含む携帯電話などの通信機器やコンピュータなどに用いる集積回路、液

晶・プラズマを含むテレビ受像機やデジタルカメラ、ビデオを含む音響機器が含まれ

る。 

最後に、本分析に用いる分析手法は 2 国間の貿易量を決定する最も標準的なモデ

ルとされるグラビティモデル(重力モデル)23である。若杉（2007）は、UN Comrade

が提供する貿易データから、被説明変数をアジア、欧州、米国など 21 か国の 1996 年

と 2004 年の 2 時点の HS6 桁の輸出額と輸入額を抽出した両国の貿易額、説明変数

を、両国の GDP の合計額、CEPⅡの提供する距離、貿易重複度（TOL）より算出し

た両国の垂直的産業内貿易（VIIT）貿易額比率を用いて分析を行っている 24。 

本分析は若杉（2007）と同様の問題意識から「東アジアにおいて 2 国間貿易額に占

める垂直的産業内貿易額のシェアの上昇が 2 国間貿易額を向上させる」という仮説を

検証するため、若杉(2007)と同様の被説明変数並びに説明変数を採用している。予想

される符号は GDP については「正」、距離については「負」、VIIT 比率については「正」

を予想する25。 

 
22 本研究は、より原産国・地域間の貿易実態を明確化するために、「各国における中国からの輸入

額」を「中国の各国向け輸出額:中国の輸出統計」として用いている。理由は、UN Comtrad の輸入

統計が原産国・地域によるものを集計した実績であるため、香港やシンガポールなどに多い「中継

貿易」を考慮できるからである（熊倉、2011）。中継国を経由しても原産国・地域が中国ならば、そ

の貿易はどの国を経由したとしても対象国からみると「中国からの輸入」、中国からみると「中国の

輸出」となる。  
23 田中（2015）によれば、貿易額の大きさは、重力方程式（gravity equation）によって決ま

る。重力モデル（gravity model）では、貿易額は、経済規模(GDP)の大きい国同士では大きくな

る一方、互いの距離が遠いと小さくなると考える。貿易の重力モデルでは、貿易額に関して、次

のような関係が成り立つと考える。  

貿易額
𝑖𝑗

= 𝐴
𝐺𝐷𝑃𝑖

𝛼1 + 𝐺𝐷𝑃𝑗
𝛼2

距離
𝑖𝑗

𝛼3              

ここで貿易額
𝑖𝑗
は国

𝑖
から国

𝑗
への輸出額である。𝐺𝐷𝑃𝑖 は国

𝑖
の GDP(経済規模)、𝐺𝐷𝑃𝑗 は国

𝑗
への

GDP である。𝐴は定数である。距離
𝑖𝑗
は、国

𝑖
から国

𝑗
への距離である。また、𝛼は係数である。  

24 分析結果は、①1990 年代から 2000 年代にかけて、主要貿易国において VIIT のシェアが増加

していること、②東アジアにおける VIIT は、NAFTA や EU と並んで顕著であることを明らかにし

た。 
25 若杉(2007)は、近年の東アジアの域内分業の拡大は、それぞれの国のおける産業の発展と国際

的に分断された生産工程を結ぶコストを低下させるさまざま要因が複合的に作用した結果である

とし、こうしたコストの低下は、技術革新、貿易・資本取引コストの低下、国と国との間で異な

っている制度の調和により貿易コストの低下等によって実現されてきたと指摘している。  
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なお、東アジア主要１０か国に焦点を当て、データ計測を 2 時点（2 年）だけでは

なく、1999 年から 2018 年の 20 年に拡大するなど先行研究を拡張している。 

４．垂直的産業内貿易（VIIT)の貿易拡大効果の計量分析 

（１）垂直的産業内貿易（VIIT)と貿易の拡大 

 ①分析方法 

本分析は、２国間貿易における一方向貿易（OWT）、水平的産業内貿易

（HIIT）、垂直的産業内貿易（VIIT）といった貿易形態別に貿易額を抽出し、2 国

間の経済規模の違いや距離など地理的な要因をコントロールした上で、東アジアの貿

易の拡大が垂直的産業内貿易（VIIT)など貿易形態の変化によるものかを検証する。

前述の通り、若杉(2007)の分析手法に倣い、2 国間の貿易量を決定する最も標準的な

モデルであるグラビティ・モデルを用いると 26j 国と k 国との貿易量を以下のように表

わすことができる。 

 

𝑇𝑇𝑉𝑡
𝑗𝑘 = 𝐴0

(𝐺𝐷𝑃𝑡
𝑗

𝐺𝐷𝑃𝑡
𝑘)

𝛼1

(𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑗𝑘)
𝛼4 ･[𝑆𝑡

𝑗𝑘]
𝛾
      （４） 

 

ここで𝑇𝑇𝑉𝑡
𝑗𝑘とは、t 年の j 国と k 国との貿易額𝑋𝑖

𝑗𝑘 + 𝑀𝑖
𝑗𝑘を示し、𝐺𝐷𝑃𝑡

𝑗𝐺𝐷𝑃𝑡
𝑘はそれぞ

れ t 年の j 国、k 国の経済規模を示す。𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑗𝑘は j 国と k 国との距離を表す。また、  

𝑆𝑡
𝑗𝑘は t 年の 2 国間の貿易関係を表す変数であり、貿易構造を示す VIIT、HIIT の貿易

額と、言語の共通性、国境の隣接等の要因から構成する。VIIT 以外の要因を𝑂𝑡ℎ𝑒𝑟と

表示し、 

 

𝑆𝑡
𝑗𝑘 = 𝑉𝐼𝐼𝑇𝑡

𝑗𝑘･（𝑂𝑡ℎ𝑒𝑟)𝑡
𝑗𝑘           （５） 

 

とする。ここで𝑉𝐼𝐼𝑇𝑡
𝑗𝑘は t 年の j 国と k 国の 2 国間貿易における垂直的産業内貿易

（VIIT）の比率を示す。 

（１）式は、他の条件が一定のもとで、貿易構造の変化を反映した垂直的産業内貿易

 
26 グラビティ・モデルについて、浦田（2001）は、グラビティ・モデルは、2 国間の貿易は、２

国間の距離と２国の経済規模に依存するものであるとし、２国間の貿易は、2 国間の距離に反比例

し、2 国間の経済規模に正比例することを明らかにしている。  
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（VIIT）の水準及びその変化が、貿易量の大きさやその変化にどのような影響をもた

らすかを分析するものとなる。  

 以下、（１）式をもとに東アジアの 2 国間の貿易量を（６）式によって推計する。 

 

In𝑇𝑇𝑉𝑡
𝑗𝑘

= 𝑎 + 𝛼1(𝐼𝑛𝐺𝐷𝑃𝑡
𝑗

+ 𝐼𝑛𝐺𝐷𝑃𝑡
𝑘) − 𝛼2𝐼𝑛 𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑗𝑘 + 𝛾1𝐼𝑛𝑉𝐼𝐼𝑇𝑡

𝑗𝑘
+

𝛾2(𝐼𝑛𝑉𝐼𝐼𝑇𝑡
𝑗𝑘 ∑ 𝐷9

𝑖=1 ) + 𝜇𝑗𝑘 + 𝜖𝑡
𝑗𝑘
                                       

                                   （６） 

 

ここで、∑ 𝐷𝑛
𝑖=0 は分析対象国（n 国数）のダミー変数である。𝜇𝑗𝑘は、j 国と k 国の貿

易量に関する固有値を示す。この値は、国境の隣接、言語の共通性など、2 国間関係

に特有な要素をすべて含んでいる。  

 

なお、推計式には、国ダミーと垂直的産業内貿易額シェア(viitr)との交差項を導入し

ている。交差項が有意であれば、当該国とその他 9 か国との垂直的産業内貿易と当該

国とその他 9 か国との間の貿易額に相関があることを示す27。その際、符号が「正」

であれば、垂直的産業内貿易額のシェアの上昇と貿易額の増加の相関がベンチマーク

国と比べてより高いことを示し、「負」であれば、垂直的産業内貿易額のシェアの上昇

と貿易額の増加の相関がベンチマーク国より弱いことを示す。  

 

５．記述統計量 

 ltrade は 2 国間の貿易総額である。最高値は 101,110 百万ドルであり、平均値は

6,425 百万ドルである。 

市場規模の大きさをあらわす lgdpxj は、2 国間の実質 GDP の合計額である。最高

値は、日本と中国の GDP を合計した 16 兆 9,900 億ドルで、平均は、2 兆 8,500 億ド

ルである。 

 ldist は、2 国間の首都圏間距離である。最大で 5,482 キロメートルである。平均は、

2,644 キロメートルである。  

 
27 若杉（2007）は、東アジアダミー、NAFTA ダミー、EU ダミーと垂直的産業内貿易シェアと

の交差項を用いて推計した結果、東アジア諸国、NAFTA 諸国、EU 諸国との間で垂直的産業内貿

易シェアの上昇と貿易額の増加に関して、大きな違いがないこと有意に示した。  
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 viitr は、2 国間の総貿易額に対する垂直的産業内貿易額のシェアを示している。最

大で 99.8%であり、平均は 31.8%である。 

表 1−2 貿易額に影響を与える諸要因の記述統計量 

変数 単位 観測数 平均 標準誤差 最小値 最高値

ltrade  In 2国間貿易額 百万ドル 885 6,425 13,341 1 101,110

lgdpxj 2国のGDP合計 10億ドル 891 2,850 3,160 59 16,990

ldist　2国間首都間距離 ｋｍ 891 2,644 1,424 506 5,482

viitr　垂直的産業内貿易シェア 百分率 890 0.318 0.245 0 0.998

注）viitrは、「垂直的産業内貿易額/総貿易額」である。  

（出所）筆者作成。 

 

1999 年から 2018 年の 20 年間の HS850110 から HS854890 までの 397 品目からなる

28電気機械のデータ別に、被説明変数である両国の貿易総額（ltrade）、両国の貿易に

おける垂直的産業内貿易比率（viitr）について、10 か国相互に 45 通りの組み合わせ

を抽出した。GDP(lgdpxj)は、2010 年基準により実質化されたデータを使用している。

距離については、首都間距離を人口ボリュームによって重みづけされた指数（ldist）

を利用している。垂直的産業内貿易比率（viitr）に用いる垂直的産業内貿易額は UN 

Comtrade のデータを利用している。 

 

６．分析結果 

分析に関する留意点を先に述べる。 

 

 

 

 

 

 

 
28 電気機械は HS 分類では HS8501 から HS8548 までの 48 品目からなり、部品・完成品を含む携帯

電話などの通信機器やコンピュータなどに用いる集積回路、液晶・プラズマを含むテレビ受像機

やデジタルカメラ、ビデオを含む音響機器が含まれる。  
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表 1-3 垂直的産業内貿易比率と２国間貿易額に与える影響：変量効果/固定効果モ

デルによる推計結果 

VARIABLES

In lgdpxj:両国の実質 1.789 *** 1.644 *** 2.312 *** 3.156 *** 2.010 *** 3.318 *** 1.298 *** 1.419 *** 1.607 ***

GDPの合計額（対数） (0.096) (0.096) (0.151) (0.266) (0.153) (0.262) (0.149) (0.343) (0.331)

In ldist:両国の首都間距離 -1.110 *** -0.819 *** -1.158 *** -0.408

(pop-wt,km) (0.272) (0.237) (0.375) (0.331)

In lviitr:両国貿易の 0.045 ** -0.302 *** -0.417 *** -0.064 *** -0.185 * -0.104 0.042 ** 0.021 -0.174 *

VIIT比率（対数） (0.020) (0.093) (0.076) (0.019) (0.096) (0.076) (0.021) (0.019) (0.100)

交差項:国ダミー(日本）× 0.745 *** 0.643 *** 0.383 *** 0.471 *** 0.278 **

日本貿易のVIIT比率 (0.124) (0.106) (0.148) (0.118) (0.114)

交差項：国ダミー（タイ） 0.296 *** 0.493 *** 0.173 * 0.118 0.237 ***

×タイ貿易のVIIT比率 (0.077) (0.064) (0.091) (0.074) (0.078)

交差項：国ダミー(中国）× 0.296 *** 0.290 *** 0.331 *** 0.165 ** 0.074

中国貿易のVIIT比率 (0.074) (0.063) (0.087) (0.071) (0.078)

交差項：国ダミー(ベトナム） 0.229 *** 0.337 *** 0.029 -0.056 -0.013

×ベトナム貿易のVIIT比率 (0.070) (0.059) (0.080) (0.064) (0.063)

交差項：国ダミー(ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ） 0.217 *** 0.121 *** 0.003 -0.106 ** 0.129 **

×カンボジア貿易のVIIT比率 (0.056) (0.047) (0.061) (0.049) (0.054)

交差項：国ダミー(韓国）× 0.214 *** 0.351 *** 0.074 0.029 0.187 **

韓国貿易のVIIT比率 (0.073) (0.061) (0.076) (0.060) (0.074)

交差項：国ダミー（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ） 0.160 ** 0.133 ** 0.133 0.078 -0.052

×ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ貿易のVIIT比率 (0.065) (0.053) (0.093) (0.075) (0.065)

交差項：国ダミー（ﾏﾚｰｼｱ） 0.085 0.198 *** 0.096 0.069 0.213 ***

×ﾏﾚｰｼｱ貿易のVIIT比率 (0.076) (0.062) (0.079) (0.062) (0.079)

交差項：国ダミー（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ） 0.008 0.081 0.057 0.059 0.010

×ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ貿易VIIT比率 (0.073) (0.060) (0.073) (0.058) (0.077)

定数項 -21.270 *** -19.652 *** -43.9267 *** -67.250 *** -27.107 *** -71.7187 -12.735 *** -18.849 * -24.131 ***

(2.621) (2.359) (4.166) (7.331) (3.694) (7.221) (3.690) (9.614) (9.275)

年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

国境の隣接ダミー Yes Yes No No Yes No Yes No No

言語の共通性ダミー Yes Yes No No Yes No Yes No No

R-sq:  within 0.587 0.621 0.651 0.668 0.666 0.702 0.325 0.329 0.424

　　　　　between 0.428 0.484 0.310 0.357 0.489 0.355 0.449 0.350 0.349

　　　　　overall 0.466 0.521 0.358 0.329 0.475 0.328 0.438 0.334 0.341

xttest0 0.000 0.000

F test 0.000 0.000

hausman test 0.180 0.009

標本数 791 791 791 412 412 791 412 412 412

有意水準：*は10%、**は5% ,***は1%   （　）内は標準誤差

注）lviitr:両国貿易のVIIT比率＝VIIT貿易合計額/貿易合計額

注）hausman test「―」は、判定結果がでないことを示す。

1999-2018

変量効果

モデル

（１） （２）

変量効果

モデル

（３）

2国間貿易額

変量効果

モデル

変量効果

モデル

固定効果

モデル

2国間貿易額 2国間貿易額

（5） (8)

1999-2008 2009-2018

（4） （6） （9）（7）

固定効果

モデル

固定効果

モデル

0.000

―

0.000

固定効果

モデル

0.000

0.000

―

固定効果

モデル

0.000

0.000

―

0.000

0.000

0.000

 

(出所)筆者作成。 

 

なお、Breusch and Pasagan 検定、F 検定、ハウスマン検定により、分析モデルを

判断し判定結果を掲示している。判定結果が示されない場合は、変量効果モデルと固

定効果モデルの双方の分析結果を掲示している。 

また、1999 年から 2018 年の 20 年間を分析した表 1-3 の（１）、（２）、（３）に

加え、1999 年～2008 年の前半 10 年間を分析した表 1-3 の（４）、（５）、（６）、

2009 年から 2018 年の後半 10 年間を分析した表 1-3 の（７）、（８）、（９）のモデ
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ルを掲示している。 

さらに、本分析は分析対象国の垂直的産業内貿易シェアと２国間貿易額の相関を分

析することが目的であるため、分析対象国ダミーと垂直的産業内貿易シェアとの交差

項を導入している。ベンチマーク国を 1999 年から 2018 年の 20 年間で最も交差項の

係数が低いフィリピンとし、日本、中国、韓国、タイ、ベトナム、カンボジア、イン

ドネシア、マレーシア、シンガポールの国ダミーと日本、中国、韓国、タイ、ベトナ

ム、カンボジア、インドネシア、マレーシア、シンガポールの垂直的産業内貿易シェ

アとの交差項により対象国の垂直的産業内貿易シェアの上昇と対象国とその他 9 か国

との２国間貿易額増加の相関を検証する。 

分析結果は以下の通りである。 

両国の GDP 規模については、（１）、（２）、（３）、（４）、（５）、（６）、（７）、（８）

（９）のいずれのモデルも有意に「正」の符号を示す。 

また、両国の距離については、変量効果モデルの（１）、（２）、（５）のモデル

では有意に「負」の符号を示す。 

さらに、（１）のモデルは垂直的産業内貿易（VIIT)のシェアの上昇と 2 国間貿易額

の増加の相関に対し有意に「正」の符号を示したことから、提起された第一の仮説が

支持される結果となった。 

次に、垂直的産業内貿易（VIIT）比率と国ダミーを掛け合わせて構築した交差項を

用いた分析は、以下の通りである。 

はじめに、1999 年から 2018 年の 20 年間である。日本は、（２）において有意に係

数 0.745、（３）では係数 0.643 を示す。一方、タイは（２）では有意に係数 0.296、

（３）では有意に係数 0.493 を示した。また、中国は、（２）において係数 0.296、

（３）は、係数 0.290 を示す。この結果は、分析対象国の中で比較すると日本、タイ、

中国は垂直的産業内貿易のシェアの上昇が２国間貿易額の増加に与える影響が高いこ

とを示している。 

次に、分析期間の前半 10 年である 1999 年から 2008 年である。（４）は、垂直的産

業内貿易（VIIT)のシェアの上昇と 2 国間貿易額の増加は有意に「負」の符号を示し

た。1999 年から 2008 年の 10 年間では垂直的産業内貿易（VIIT)のシェアの上昇が 2

国間貿易額を増加させるとはいえない。 

日本、中国、タイは、（５）の交差項で有意に「正」の符号を示している。（６）
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と合わせて分析対象国の中で比較すると、日本、中国、タイは垂直的産業内貿易のシ

ェアの上昇が貿易額の増加に与える影響が大きいことがわかる。 

他方、2009 年から 2018 年の後半期間をみると、（７）は、垂直的産業内貿易（VIIT)

のシェアの上昇と 2 国間貿易額の相関は有意に「正」の符号を示した。これは、2009

年から 2018 年の期間では、垂直的産業内貿易（VIIT)のシェアの上昇が 2 国間貿易額

を増加させることを示している。 

同様に、日本、中国、タイは、（９）の交差項で中国を除き有意に「正」の符号を

示している。1999 年から 2008 年と 2009 年から 2018 年の比較では、固定効果モデル

の（６）と（９）をみると、日本の係数は 0.471 から 0.278 に低下していることがわ

かる。 

これらの分析結果は、1999 年から 2018 年の 20 年間において日本をハブとする国際

生産ネットワークが活発であることを示唆すると共に、1999 年から 2008 年の 10 年間

では中国が、また 2009 年から 2018 年の 10 年間ではタイをハブとする国際生産ネッ

トワークが発達していることを示唆するものである。このことは、提起された第二の

仮説が支持される結果を示唆している。 

本研究は、国際生産ネットワークのハブとしてタイや中国の台頭に関する詳細な要

因分析には踏み込めていないが、そのメカニズムの探究は今後の研究課題としたい。 
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おわりに 

 

 東アジアでの奇跡ともいわれる経済発展をクルーグマン（1995）は、アジア NIEs

の成長はほとんどが労働参加率の上昇や投資率の上昇など生産要素の投入増加による

ものであり、労働力の投入、教育レベルの改善、物的資本への投資、すなわち投入の

増大で説明できるとし、アジア経済はいずれ陰る投入増大型の経済であると断じた。 

クルーグマンの議論には、東アジアの域内貿易の活発化を通じた垂直的分業の進化、

およびその生産性向上という視点が欠けている。そこで本分析は、東アジアの域内貿

易の活発化と国際分業による生産ネットワークの深化に着目し、東アジアの国際生産

ネットワークを形成する日本、中国、韓国や東南アジア 7 か国の２国間貿易データを

用いて、言語の共通性や国境の隣接性など文化的地理的背景をコントロールしながら、

２国の、市場規模、首都圏の距離、垂直的産業内貿易シェアが２国間貿易額の増加に

与える影響について、グラビティ・モデルを用いて推定した。 

分析結果は、両国間の国際貿易において、第一に、市場規模の増加と貿易額の増加

に「正」の相関があること、２国間の距離に対しては負の相関があることを示した。 

また、第二に、東アジア域内国の２国間貿易に占める垂直的産業内貿易（VIIT)のシ

ェアの上昇は、２国間貿易額を増加させることが示され、提起された第一の仮説が支

持される結果となった。計測期間は異なるが、1996 年と 2004 年のデータを用いた若

杉（2007）の先行研究もまた同様の結果を示している。 

さらに第三として、交差項を用いた分析結果から、2009 年から 2018 年の 20 年間、

だけではなく、1999 年から 2008 年、2009 年から 2018 年の各 10 年間においても、垂

直的産業内貿易額のシェアの上昇と 2 国間貿易額の増加に対し、タイが強い「正」の

相関を持つことが示された点に注目したい。 

前述の通り、産業構造の変化の背景には、第一にグローバリゼーションの進展に伴

う貿易構造の変化、すなわち単純な一方向貿易から産業間貿易へ、産業間貿易から産

業内貿易への変化がある。また、第二に域内貿易の活発化による国際分業生産ネット

ワークの進化とそれに伴う産業集積の発展があり、さらに第三として、産業集積の発

展による海外現地法人への先進的技術移転と地場産業への技術のスピルオーバーがあ

る。交差項を用いた分析で高い係数を示したタイは東アジア域内分業のハブとして存

在感を高めている。 
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本章は、グローバリゼーションの進展に伴う貿易構造の変化、すなわち「東アジア

の産業内貿易(IIT)の活発化が、2 国間貿易額を増加させる」という第一の仮説、並び

に第二の仮説「垂直的産業内貿易（VIIT)における中国、タイの台頭」を検証するもの

であった。垂直的産業内貿易（VIIT)シェアの上昇に対し貿易額が「正」の符号を示し

たことにより、当初提起した第一の仮説は支持された。また、交差項による分析結果

は中国、タイをハブとする国際生産ネットワークの発達を示唆する結果を示している

ため、当初提起した第二の仮説も支持されたものと考える。 

次章では、国際分業構造の変容にともない産業集積の形成が進むタイに焦点をあて

る。産業集積に影響を与える外部経済である規模の経済(産業特化、都市の多様性や競

争的な市場環境、同業種間の競争や独占）がタイの製造業の付加価値額にどのような

影響を及ぼすのか、集積の経済効果をタイ国家統計局の提供する県別データを用いて

推計する。なお、本章において垂直的産業内貿易シェアの上昇により２国間貿易額を

増加することが示されたタイでは、1980 年代より日本企業を中心とする産業集積の形

成が進んでいる。 

最後に、本分析は日本、中国、韓国と ASEAN 主要 7 か国、計１０か国間の貿易額デ

ータを用いて東アジア域内貿易の構造の変容と経済発展の分析に取り組んだが、東ア

ジアにおいて垂直的産業内貿易の一翼を担う台湾を分析対象国として本分析に含める

ことができていない。世界銀行のデータには、台湾のデータがない。また、UN 

Comtrade が提供するデータに「Other Asia,Nes」があり台湾が含まれているが、熊

倉（2011）はこのデータと台湾当局の統計に大きな乖離があることを指摘している。

そのため、「Other Asia,Nes」自体の採用を今回は見送った。東アジアの域内貿易に

は台湾は重要な地位を占めており東アジア経済分析において台湾は今後ますます重要

となろう。この点もまた今後の課題である。 
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第二章 地域経済発展に寄与する産業の集積力 

 

はじめに 

 

第一章では東アジアの垂直的産業内貿易のシェア上昇が、東アジア域内国の貿易を

活発化することを明らかにした。域内貿易の活発化は分散立地する地域の産業集積を

国際分業体制の枠組みの下で統合・拡大し、新たな企業の参入や投資を促すことで集

積力を高める。産業集積の集積力の高まりは海外現地法人の先進技術移転を促し、移

転技術は地場企業にスピルオーバーすることで海外現地法人や地場企業の生産性を高

める。生産性の向上により創出された付加価値は新たな雇用や所得向上の原資となる。 

このように産業集積の集積力は地域経済の発展に欠かせない。そこで本章は分析対

象国をタイとし、第一の仮説「産業の特化、産業が多様性で競争的であることはすべ

ての地域において付加価値を高める」、第二の仮説「工業団地のある県においては、

仮説 1 の外部性の効果が他の県に比べより一層強い」、第三の仮説「R&D 集約度の高

い業種29が集積している県では産業の多様性、競争環境の効果が他の県よりも強い」

を検証する。 

本分析がタイを対象とする理由は以下の通りである。 

第一に、第一章においてタイの垂直的産業内貿易のシェア上昇が東アジアの貿易額

増加に関わることが示唆されたためである。国際分業構造の変容は垂直的産業内貿易

を活発化し、国際的な生産ネットワークを緊密化する。緊密な生産ネットワークに組

み込まれた産業集積はその集積力を高め、人、企業、技術、マネーを呼び込む。多国

籍企業の海外直接投資（表 2-1）や地場企業の参入は産業構成や競争環境など外部経

済を変化させるため、外部経済の変化が地域経済成長に与える影響を分析する対象国

としてタイは望ましいと考えた。  

第二に、東アジアでも有数といえる産業集積が形成されている 30ことがあげられる。

 
29 本分析では、NSO による製造業２６分類の内、Manufacture of chemicals and chemical 

products、Manufacture of pharmaceuticals, medicinal chemical and botanical products、

Manufacture of computers, electronic and optical products、Manufacture of electrical 

equipment、Manufacture of machinery and equipment, n.e.c、Manufacture of motor vehicles, 

trailers and semi-trailers、Manufacture of other transport equipment の７業種を R&D 集約度

の高い業種 R&D 集約度の高い業種として選定している。 

30 分布状況は、巻末の付録１を参照いただきたい。  
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1980 年代よりバンコクやバンコク周辺部を中心に多くの日本企業の工場が建設され

るなど31、タイには多くの日本企業が進出している32（表 2-2）。その結果、タイには

バンコク、バンコク周辺部に Jacobs 型の産業集積33が、国際分業構造の変容に伴い多

くの工業団地を中心とするＭＡＲ型の産業集積34が形成されているとみられる。その

ため、Jacobs 型、あるいはＭＡＲ型の産業集積が付加価値額に与える影響の違いを分

析する上でタイは望ましい。また、既に多くの工業団地が建設されていることから工

業団地を持つ県と工業団地を持たない県との比較にタイは適していると考えた35。 

第三に、1980 年代後半、タイは外資系企業をテコとした重化学工業への産業構造転

換に取り組んでいる点があげられる。タイは、2014 年以降４％以上の成長が 4 期続く

など、アジア通貨危機やリーマンショックによるマイナス成長を除くと長期的にはプ

ラス成長が続いている（図 2−1）36。しかしながら、タイでは深刻な労働力不足から人

件費の向上、競争力の低下、高齢化が大きな懸念材料となっている。  

このような社会経済環境の中、中進国の罠への対処としてタイ政府は産業の構造転

換や高度化を計画している。その代表的なものとして「タイランド 3.0」、「タイラン

ド 4.0」37がある。1980 年代後半からスタートした「タイランド 3.0」は、多国籍企業

の海外直接投資を活用し軽工業から重化学工業に産業の構造転換を狙うものであり、

「タイランド 4.0」はスマート農業への転換、中小企業を中心としたベンチャー企業

の育成、新規創業の促進、知識労働者、熟練労働者を養成するものである。「タイラン

 
31 外務省「海外在留邦人調査統計（平成３０年度要約版）」によると在留邦人は 2017 年 10 月時

点で 72,754 人、盤谷日本人商工会議所（JCC）による調査では 5000 社を超える日系企業がタイに

進出している。グローバルサプライチェーンが発達した今、日本経済と密接に繋がりを持つタイ

は、チャイナリスクへの対処としてだけではなく、国際分業体制のハブとしての重要性を高めて

いる。 
32 日本企業は、リスクヘッジを目的にタイを生産拠点の移転地とした。また、近年ではタイを

CLMV との工程間分業のハブと位置づけ、直接投資を増加させている。 
33 多様な業種が集まることにより生じる都市化の経済効果を持つ産業集積である。複合産業集積

の優位性を持つ（小林、2009)。 
34 同業種の産業が集積することで生じる地域特化の経済である。特化型産業集積の優位性を持つ

（小林、2009)。  

35 分布状況は、巻末の付録１を参照いただきたい。 
36 タイの 2018 年通期は 4.0%の実質成長率である。（出所）日本経済新聞 2019 年 11 月 18 日。

IMF は 2019 年 10 月に発表した世界経済見通しで、2020 年のタイの実質成長率の見通しを 3％とし

ている。 
37 第 1 のモデル「タイ 1.0」では農業分野に重点が置かれた。「農村社会」、「家内工業」をキーワ

ードとする戦前の工業化以前の段階である。第 2 のモデル「タイ 2.0」は、軽工業に重点が置かれ

た。低所得国から中所得国へと成長するのに役立った。「軽工業」、「輸入代替」、 「天然資源と安

価な労働力」をキーワードと した発展段階である。1980 年代までが該当する。第 3 のモデル「タ

イ 3.0」は、現在も継続的で経済成長のための重工業を重視した経済政策である。 
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ド 3.0」、「タイランド 4.0」の目的である産業構造の転換や高度化には、海外のＲ&Ｄ

集約度の高い産業の直接投資や技術移転の促進が欠かせない。 

既にタイには、日本企業を中心としたＲ&Ｄ集約度の高い企業（表 2−3）の技術輸出

が増加している（表 2−4）。したがって、Ｒ&Ｄ集約度の高い業種は、産業の特化や産

業の多様性（高い競争度）といった外部経済効果による付加価値創出効果が他の産業

より強いのではないかという仮説を検証するのにタイは適している。 

 

表 2-1 日本の国・地域別対外直接投資（国際収支ベース、ネット、フロー）  

 

（注１）「▲」は引き揚げ超過を示す。  

（出所）「［資料］「国際収支状況」（財務省、日本銀行）、「外国為替相場」（日本銀行）

などよりジェトロ作成」を筆者引用。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

シンガポール 3,845 4,492 1,566 3,545 8,144 7,010 ▲ 18,594 9,478 15,909

中国 7,252 12,649 13,479 9,104 10,889 10,011 9,534 11,122 10,755

タイ 2,248 7,133 547 10,174 5,568 4,057 4,691 4,917 6,582

韓国 1,085 2,439 3,996 3,296 3,196 1,593 1,724 1,840 4,807

インドネシア 490 3,611 3,810 3,907 4,835 3,213 3,135 3,622 3,255

香港 2,085 1,509 2,362 1,785 3,044 2,761 2,115 2,611 2,182

ベトナム 748 1,859 2,570 3,266 1,652 1,446 1,666 2,014 1,841

台湾 ▲ 113 862 119 330 919 598 1,433 1,301 1,652

フィリピン 514 1,019 731 1,242 901 1,531 2,343 1,098 989

マレーシア 1,058 1,441 1,308 1,265 1,293 2,918 1,269 909 770

（単位：100万ドル）
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表 2-2 ASEAN への日系企業進出社数と構成比（2016 年） 

 

（出所）ASEAN 加盟国の内、6 か国のデータを帝国データバンク「ASEAN 進出企業

実態調査」（2016）より引用、筆者作成。  

 

表 2−3 日本の多国籍企業の産業別Ｒ＆Ｄ集約度 

 

（出所）若杉・伊藤（2011）より筆者引用。 

 

 

業種 （社） 構成比 （社） 構成比 （社） 構成比 （社） 構成比 （社） 構成比 （社） 構成比

建設業 158 3.3% 75 3.7% 105 3.7% 68 5.1% 76 4.5% 109 4.3%

製造業 2,454 51.3% 1,019 50.4% 916 32.5% 542 40.6% 786 47.0% 1,061 42.0%

卸売業 1,172 24.5% 476 23.6% 753 26.7% 308 23.1% 430 25.7% 614 24.3%

小売業 168 3.5% 55 2.7% 146 5.2% 31 2.3% 32 1.9% 61 2.4%

運輸・通信業 191 4.0% 87 4.3% 151 5.4% 82 6.1% 72 4.3% 105 4.2%

サービス業 466 9.7% 221 10.9% 540 19.1% 242 18.1% 183 10.9% 470 18.6%

不動産業 71 1.5% 22 1.1% 42 1.5% 27 2.0% 27 1.6% 33 1.3%

その他 108 2.3% 66 3.3% 168 6.0% 34 2.5% 66 3.9% 74 2.9%

合計 4,788 100% 2,021 100% 2,821 100% 1,334 100% 1,672 100% 2,527 100%

（注）複数 国進出による重複を除く。

タイ インドネシア シンガポール フィリピン マレーシア ベトナム

産業 現地法人数
R&D/付加価

値（％）

精密機械 52 4.8%

化学工業 194 3.2%

輸送用機械 296 1.8%

電気機械 517 1.6%

石油製品 14 1.4%

食品工業 65 1.0%

一般機械 166 1.0%

その他製造業 141 1.0%

木材・パルプ 22 0.8%

窯業・土木製品 58 0.8%

繊維工業 133 0.4%

鉄鋼業 58 0.4%

非鉄金属 46 0.4%

金属 36 0.3%
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表 2−4 日本企業の総技術輸出額における精密工業/化学工業の国別構成比 

 

（出所）総務省「科学技術研究調査」より筆者作成。 

 

図 2−1 タイの実質 GDP 成長率の推移（米ドル、2010 年基準） 

 

（出所）世界銀行_WDI より筆者作成。 

 

１．タイの現状 

１．１ プラザ合意後の産業集積の形成 

 1985 年のプラザ合意後、円高にともなう生産拠点の代替先として製造業を中心にタ

イは日本企業の進出ラッシュとなった。若松・助川（2015）は「1990 年代にはタイの

主要産業となった電気・電子業界は、1997 年のアジア通貨危機、2008 年のリーマンシ

ョック、2011 年の大洪水を乗り越え、日本や外国企業の生産拠点として長い歴史と厚

みのある産業集積を維持・拡大しており、現地日系企業から地場企業への部品調達拡

（2008年実績） （2017年実績）

アジア

全体
タイ 中国

インドネ

シア
韓国 フィリピン

マレーシ

ア

シンガ

ポール

アジア

全体
タイ 中国

インドネ

シア
韓国 フィリピン

マレーシ

ア

シンガ

ポール

情報通信機械器具

製造業
3.3% 0.1% 1.6% 0.2% 0.3% 0.1% 0.2% 0.2% 0.2% 0.3% 1.7% 0.1% 0.9% 0.3% 0.3% 0.2%

電気機械器具製造業 1.3% 0.4% 0.5% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 1.0% 1.1% 0.1% 0.2% 0.0% 0.1% 0.0%

化学工業 1.1% 0.2% 0.4% 0.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1% 1.3% 0.2% 0.3% 0.1% 0.3% 0.0% 0.0% 0.1%

電子部品・デバイス・

電子回路製造業
1.5% 0.1% 0.5% 0.0% 0.2% 0.1% 0.1% 0.1% 0.6% 0.0% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

医薬品製造業 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

精密工業/化学工業計 7.2% 0.8% 3.0% 0.3% 1.0% 0.2% 0.4% 0.4% 6.4% 1.4% 3.6% 0.3% 1.5% 0.3% 0.4% 0.3%

輸送用機械器具製造業
10.0% 3.3% 2.8% 1.5% 0.1% 0.2% 0.4% 0.0% 22.7% 6.0% 7.2% 2.8% 0.0% 0.4% 0.8% 0.0%

-10.0%

-5.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

198519861987198819891990199119921993199419951996199719981999200020012002200320042005200620072008200920102011201220132014201520162017

実質GDP伸び率

西暦  
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大の動きが目立ち始めている38」と述べている。また、大泉（2013）は39「日本企業の

進出地域がバンコク周辺の工業団地に集中した 40ことにより、タイは日本の製造業に

とってアジア最大の生産集積地となった。1980 年代から 1990 年代にかけて進出した

日本企業は完成品メーカーを中心とする産業集積を形成し集積度が高まるにつれ、

2000 年代以降、部品の輸出を増加させるなど世界のサプライチェーン体制の中で主要

な役割を果たすようになっている」と述べている。 

 

１．２ 中核都市の形成と特別経済開発区 

 バンコクに一極集中していたタイにおいて、ラヨーン県、チョンブリ県、アユタヤ

県、チャチュンサオ県など、近年地方都市の成長をみることができるようになった。

藤岡（2015）によれば「タイには 41中核都市やバンコクの衛星都市が成長してきてお

り、バンコクとこれらの中核都市や衛星都市をどのようにして結び付けていくかが課

題となっている」。また、近年、多くの特別経済開発区や工業団地が国境に建設されて

いるが、浅野・三好（2017）はタイ政府が労働集約的な産業を国境周辺に移動させよ

うとしていることをその要因としてあげている。 

ジェトロのビジネス短信によると「タイ国境付近に建設する特別開発区などの産業

集積を結ぶ経済回廊の建設が進められている。タイ政府は、2014 年に周辺国との国境

に位置する 10 の自治体に特別経済開発区（国境 SEZ）を設置する構想を発表した。現

在、カンボジアとの国境から 5 キロに位置するサケオ県の工業団地〔敷地面積 261 エ

ーカー（約 105 万 6,000 平方メートル）〕のほかに、ミャンマーとの国境に近いタイ北

部ターク県の国境 SEZ、およびタイ南部のソンクラー県の国境 SEZ の 3 カ所で、工業

団地開発計画が進んでいる42」。 

 
38 若松雄・助川成也（2015）『タイ経済の基礎知識』日本貿易振興機構（ジェトロ）、2015 年、

P84-92。 
39 大泉啓一郎（2013）「「タイプラスワン」の可能性を考える」『環太平洋ビジネス情報  RIM』 

Vol.13 No,51、https://www.jri.co.jp/MediaLibrary/file/report/rim/pdf/7102.pdf より 2019

年 12 月 7 日最終ダウンロード。  
40 タイ投資員会(BOI)の認可した日本企業の投資のうち、約 8 割はバンコクとバンコク周辺 8 県

向けである（大泉、2013））。 
41 藤岡資正（2015）「“中進国の罠”からの脱却を目指すタイ 2016 年アジアビジネスの中心にな

るのはどこか」 12 月号（https://www.arayz.com/columns/vol48-feature/4/より 2019 年 12 月 7

日最終ダウンロード）。 
42日本貿易振興機構（2018） 
https://www.jetro.go.jp/biznews/2018/08/6076b6c62edbf9c0.html より 2019 年 12 月 7 日最終ダ

ウンロード 
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このように、国境周辺を中心に特別経済開発区や工業団地が進められている。一方、

タイにはバンコク首都圏、周辺部にも多くの産業集積が形成されている（巻末付録１）。

これらの産業集積と特別経済開発区、さらにはＣＬＭＶ諸国の経済特区や工業団地と

を結ぶのが経済回廊である。特に東部経済回廊（EEC）43は最も注力されている開発エ

リアである（図 2-2）。 

 

図 2-2 タイの特別経済開発区のある 10 県と経済回廊、EEC 

 

（出所） 国際建設技術協会（2014）『国建協情報』844 巻 9 月号、National Economic and Social 

Development Board（2016）『THAILAND’S SPECIAL』 より筆者作成。 

 

１．３ タイの産業別労働者人口の推移と産業構造の変化 

図 2-3 は、2007 年から 2017 年までのタイの産業別就業者数の推移である。 

 
43 タイ東海岸の三県（ラヨーン、チョンブリ、チャチュンサオ）に東部経済回廊（EEC）が建設

されている。今後タイ最大の工業団地があるマープタプットへの複線鉄道建設、レムチャバン港

拡大、バンコクラヨーン高速鉄道建設、ラヨーン国際空港の建設、ラヨーン港の拡張などのプロ

ジェクトが進められている。 
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新興国が工業化を進める際に重要な労働力とされるのが農業人口であるが、2012 年か

ら 2014 年にかけて農業人口は減少し、サービス業や製造業に労働力が移動したこと

がわかる。 

 

図 2-3 タイの産業別就業者数推移 

 

（出所）International Labour Organization(ILO）STAT より筆者作成。 

 

 一方、2014 年以降、農業部門から工業部門、サービス部門への労働力移動は停滞気

味である（図 2-3）。しかしながら、労働生産性を見ると、工業部門の労働生産性は

2014年以降回復傾向にあり 2018年の労働生産性は 2012 年水準とほぼ同じ水準に戻っ

ている。（表 2-5）。 
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表 2-5 タイの産業別労働生産性 

 

（出所）The World Bank、ILOSTAT より筆者作成。  

 

１．４ タイの抱える課題 

 工業部門の労働生産性は 2012 年水準まで復調したが、タイでは高齢化が急速に進

んでおり44、今後生産性の低下が危惧されている。 

タイでは中所得国の罠に陥らないために産業の高度化や産業構造の転換は急務で

あると考えられており、そのためには産業の高度化や産業構造の転換を支える高度人

材の育成、経済回廊などの情報・物流インフラの整備、移転技術をスピーディーにス

ピルオーバーする45効率性の高い産業集積の形成が不可欠となる。 

 

２．既往の研究 

２.１ 集積論 

２．１．１ 産業集積と地域経済成長メカニズム 

途上国にとって、産業集積の形成は先進技術の移転が効率的に促進されるメリット

 
44 国連の定義によると 65 歳以上人口の総人口に占める割合（高齢化率）が 7％を超えると「高齢

化社会」に入る。タイが高齢化率 7％を超えたのは 2012 年である。 
45 MAR 外部性と呼ばれている（Glaeser et al., 1992)。 
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がある。 

その理由として、産業集積内では多国籍企業による国際生産ネットワークに地場企

業が参加する機会が増えるため、地場企業にとって多国籍企業の持つ先進技術にアク

セスする絶好の機会が得られる点があげられる。また、技術移転に伴う国際感覚の醸

成やイノベーションを先導するリーダー企業やそれを支える人材の創出が期待できる

点があげられよう。 

木村（2015）によれば、「人工的であっても企業間分業による集積形成は地場系産業

の成長に不可欠な要素であり、そのためには一定規模以上の産業集積の形成が不可欠

である」。一定規模以上の同業種の企業が集積することで製造プロセスの分業が可能

となり、開発製品を特化することによる「正」の外部効果を高めることができる。 

このように途上国の生産性向上や付加価値額の増加に産業集積の形成は欠かせな

い。これが、本章において産業集積に着目した理由である。 

 

２．１．２ 産業集積の外部経済効果 

図２-４は、製造業における産業集積の外部経済効果を捉えたものである。「個々の

企業にとって、規模の経済効果は内部、外部のいずれもある。内部経済効果とは、例

えば工場規模の拡大等による単位生産量当たりの固定費の低下による利益の拡大を指

す。一方で、外部経済効果は同業種の産業が集積することで生じる地域特化の経済

（economies of localization)と、多様な業種が集まることにより生じる都市化の経

済（economies of urbanization)に大別される。前者は Marshall（1890）、Arrow（1962）、

Romer（1986）の研究に示されるＭＡＲ型の集積、後者は都市化の経済とされる Jacobs46

型の集積と区別されている。 

  

 

 

 

 

 
46 Jacobs（1969）は、都市化の経済の枠組み中では輸入品代替による乗数効果が都市の発展を

もたらし、地場産業の新たな分業による都市の多様性（高い競争度）による集積効果が反復的な発

展の起点となると述べている。 
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図 2-4 製造業における産業集積の捉え方 

 

（出所）亀山（2006）及び World Bank（2008）をもとに近藤（2015）が作成したものを引用。 

 

アローとローマーが知識のスピルオーバーが経済成長に与えるメカニズムに着目

していることを受け、細谷（2009）は、「ＭＡＲ外部性とは、集積を形成する同一産業

に属する企業間での知識のスピルオーバーによって生じる外部性」と論じられている

ことを示し、「Jacobs の外部性とは、都市に立地する異業種に属する企業の間での知

識のスピルオーバーによって生じる外部性」であると述べる。 

このように、先行研究は Jacobs の外部性を都市における産業集積の効果として位

置付けている。 

以上の先行研究を援用し、本分析も付加価値額の増加に影響をもたらす外部経済効

果の説明変数として特化を示すＭＡＲ型の指標（特化指標）を採用し、市場の競争的

指標を示す指標として Jacobs 型の指標（ハーフィンダール指数）あるいは企業間の競

争状況を示す指標である Porter 型指標を採用している。 

 

２．１．３ 外部経済効果と付加価値額 

動学的外部効果として、産業集積の中心的な議論の一つに小林(2009)による「特化

型産業集積の優位性（マーシャル、アロー、ローマー：ＭＡＲ型）と複合産業集積の

優位性（ジェイコブズ型）の議論」がある。小林(2009)の第一の論点は「地域の産業

集積の成長には特定の競争力のある業種が特化するＭＡＲ型の産業集積が望ましいの

か、あるいは多様な業種が集積する Jacobs 型の産業集積が望ましいのか」である。ま

た、第二の論点は「地域産業の成長には独占・寡占に近い状態が良いのか、あるいは

事業者間の競争促進が望ましいのか」である。 

＜動態的外部経済＞

Jacobs型

MAR型＋Porter型

MAR型
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一方、小島（2000）は「何らかの原因に基づき技術水準𝐴が高まると、産出曲線が上

方へ拡大する｡それは、各企業が行う研究開発に基づく技術革新イノベーションと開

発された技術知識がその産業の全企業に普及する」からであると述べている。すなわ

ち、外部経済効果により技術知識が蓄積し普及することによって、産業全体の生産性

が高まり47付加価値額が増加することになる。 

本分析は、説明変数として採用した産業が特化した（ＭＡＲ型）産業集積の指標や

多様な産業が競争する都市型(Jacobs 型)産業集積の指標と付加価値額との相関の検

証にあたり、小林(2009)、小島（2000）の論点を援用している。 

 

２．２ 付加価値額と産業集積に関する分析モデル 

産業集積と地域経済成長との関係について、多くの先行研究が蓄積されている。そ

の中で、静学的アプローチとして、日本の 47 都道府県のクロスセクションデータを用

いて生産関数を計測したものに町田(2009)がある。町田（2009)は日本には工場の移転

が多いことから、工場立地動向が及ぼす影響等を考慮し、静学的アプローチによる検

討を行っている。生産関数をコブ-ダグラス型により𝑌 = 𝐴𝐾𝛼𝐿𝛽と定義し、地域産業に

おける多様性や競争が、望ましい産業集積のあり方に影響を与えるとし、 𝑌 =

𝐴𝐾𝛼𝐿𝛽𝐵𝜀𝐷𝜖𝐶𝜎の対数をとった 𝐼𝑛(𝑌) = 𝑎 + 𝛼𝐼𝑛(𝐾) + 𝛽𝐼𝑛(𝐿) + 𝜀𝐼𝑛(𝐵) + 𝜖𝐼𝑛(𝐷) + 𝜎𝐼𝑛(𝐶) +

𝜇 式により多様性と競争が付加価値額に与える影響を計測した。なお、本章の分析モ

デルは推計式など町田の研究に倣っている。 

また、町田（2009）は、Glaeser et al.(1992)が地域特化、都市の多様性、地域独

占、地域競争の外部効果から地域経済の成長に及ぼす産業集積のメリットを捉えてい

ることを受け、地域特化と都市の多様性について、「地域特化は同業種の産業が地域内

に集積することによる企業間の知識波及」とし、「都市の多様性とは地域内に多種多様

な産業が集積し、それら異業種の産業間において生じる知識波及を重視する考え方で

ある」と述べる。また、推計にあたって説明変数に地域特化と都市の多様性の双方を

加える点について、「地域特化は各業種に関する指標であり、多様性は地域産業全体に

関する指標であるため、二つの指標は極めて関連の深い数値ではあるものの必ずしも

 
47 小島（2000）は、これを社会的規模経済の利益の実現とする。 
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対立する概念ではない 48」とし、地域特化と都市の多様性の双方を採用している。ま

た、中村（2008）も「多様性、とくに都市圏においての多様性とは、特化している産

業が複数あるという状態である」と述べている。そのため、本分析もこの考え方に倣

い、地域特化と産業が多様であり競争的であることを示す指標の双方を説明変数に導

入し分析モデルを構成している49。 

一方、被説明変数であるが、船越・元橋（2008）は、静的なモデル分析として、被

説明変数に付加価値額、説明変数に労働投入量、資本ストック額、市場競争指標とし

て企業別ハーフィンダール指数などを加え、市場競争がイノベーションや生産性の向

上により付加価値額を増加させる効果について推計している。 

また、細谷（2009）50はＭＡＲと Jacobs の両外部性が集積の成長とイノベーション

に与える影響に関する実証分析として、「特定の地域及び産業ごとの生産性（付加価値

額など）の成長率を被説明変数にし、資本ストック量、労働投入量、ＭＡＲ外部性の

指標、Jacobs の外部性の指標、競争指標などを説明変数として推計することが望まし

い」と述べている。 

このように、産業集積と地域経済発展に関する先行研究には被説明変数に付加価値

額を採用しているものが多い。51。本分析も被説明変数に付加価値額を採用している。 

 

３． 本分析の仮説と問題意識 

第一章の分析結果は、東アジアの域内貿易の増加にタイの国際生産ネットワークの

発展が寄与することを示唆するものであった。国際生産ネットワークの発展は、外部

性の効果、すなわち産業の特化や市場の競争度を高める。立地面では工業都市型の産

 
48 町田（2009）は、市場規模の小さい産業に特化している地域の場合には、地域特化しつつも多

様性のある地域というケースもあり得るとした。  
49 「都市の多様性」であるが、町田（2009）他先行研究では、都市の定義が明らかにされていな

い。そのため、本分析は県単位あるいは地域単位での推計を行っているが、県や地域の中に都市

が含まれていると考え、「地域特化」「都市の多様性」の双方を説明変数に加えて推計を行ってい

る。 
50 細谷（2009）は、経済成長の主要因をイノベーションと位置付けた。イノベーションを生み出す

メカニズムとして知識のスピルオーバーに着目し、地理的範囲が何らかの制約を受けるという形で

集積生成のメカニズムに新しい光を投げかけた。 
51 Glaeser et al.(1992)など、被説明変数に全要素生産性(TFP)の採用する先行研究もあるが、

全要素生産性の計測方法にさまざまな議論があるため、本分析では生産性の代理指標である付加

価値額を被説明変数に用いている。また、同様に雇用成長率を被説明変数に採用する先行研究も

あるが、Glaeser et al.(1992)、大塚（2008）は、労働投入が技術進歩の一部のみしか補足でき

ない上に、雇用成長率と労働投入の内生性の問題が懸念されるため、本分析では雇用成長率を採

用していない。 
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業集積や工業団地を中心とする産業集積において外部性の効果は一層強まる。また、

産業面ではＲ&Ｄ集約度の高い業種において外部性の効果は一層強まり、それぞれ外

部性の効果が付加価値額の増加に寄与していると考えられる。 

他方、タイにはバンコク、バンコク周辺部に、Jacobs 型の産業集積52が、国境を中

心に多くの工業団地を中心とするＭＡＲ型の産業集積53が形成されている。また、タ

イには日本企業を中心にＲ&Ｄ集約度の高い企業が進出している。 

以上の点から、本章では以下の仮説を検証する。第一の仮説は、「産業の特化、産

業の多様性（高い競争度）はすべての地域において付加価値を高める」である。 

第二の仮説、「工業団地のある県54 においては、仮説 1 の外部性の効果が他の県に

比べより一層強い」である。 

また、第三の仮説は、「R&D 集約度の高い業種が集積している県では産業の多様性、

競争環境の効果が他の県よりも強い」である。 

なお、これまで多くの研究者により産業集積とイノベーションに関する研究が報告

されている。しかしながらタイの産業集積に関する研究は多いとは言えず、国家統計

局の公表データ等を用いて、タイの産業の特化、市場の競争度と付加価値額との相関

に焦点をあてた先行研究は見当たらない。 

 

４．推計の留意点と指標 

４.１ 地域経済成長に寄与する外部効果指標 

（１）特化係数 

本章での特化係数は、「 t 年度の i 県 j 産業の従業員数と t 年度の i 県従業員

総数との比率」を、「 t 年度 j 産業の全国総従業数と t 年度の全国の従業員総数と

の比率」で除したものである。 

この値が１であれば、全国と i 県は同等の集中度である。１を超えて高いほど、i 

県における j 産業は集中特化していると推定する 55。 

 
52 多様な業種が集まることにより生じる都市化の経済効果を持つ産業集積である。複合産業集積

の優位性を持つ（小林、2009)。 
53 同業種の産業が集積することで生じる地域特化の経済である。特化型産業集積の優位性を持つ

（小林、2009)。  

54 工業団地の所在地については、章末の付録１、２に示す。 
55 特化係数は、当該地域の各産業の比率を全国のそれと比べたものである。そのため全国の比
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𝐸𝑖𝑗,𝑡は、𝑡 年における県𝑖 の産業  𝑗 の従業者数である。 

 

（２）ハーフィンダール指数（HHI) 

市場の多様性を測る指標として、ハーフィンダール指数（HHI)を採用する。ハーフ

ィンダール指数（HHI)は、t 年における i 県 j 業種の gross output と t 年におけ

る i 県全業種の gross output との比を二乗し、i 県のすべての業種について合計し

たものである。二乗することにより、大きな比率を占める業種をより大きく評価する

ことになる。0 より大きく 1 以下の値であり、0 に近づくほど多様性があり競争的で

ある。一方、１に近づくほど多様性がなく、独占、寡占的であることを示す56。 

 

𝐻𝐻𝐼𝑖,𝑡 = ∑ (𝐹𝑖𝑗,𝑡 ∑ 𝐹𝑖𝑗,𝑡

𝑖

⁄ )

𝑗

2

 

 

𝐹𝑖𝑗,𝑡は、𝑡 年における県𝑖 の業種  𝑗 の gross output である。 

 𝐺𝑖𝐽,𝑡 = 𝐹𝑖𝑗,𝑡 ∑ 𝐹𝑖𝑗,𝑡𝑖⁄ とすると𝐺𝑖𝐽,𝑡は、𝑡 年における 県𝑖 における業種  𝑗 の gross 

output が、その県の全業種に占める比率である。𝐺𝑖𝐽,𝑡を 2 乗する理由は、より大き

な業種は大きく、より小さな業種は小さく評価するためである。 

 

（３）競争指数 

競争指数は市場の競争度を測る指標であり、産業ごとの労働者一人当たり企業数に

ついて各都市圏の値を全国の値で除したものである。 

この値が１を超えて高いほど競争が活発と推定する。 

 
率自体に歪みがあると正確に特化指標を抽出できない欠点も指摘されている。一方で、多様性指標

（HHI)は、当該地域内の業種分布から抽出するので全国の歪みに影響されない。そのため、本分析

では、特化指標と多様性指標の両方を推計式に加え分析を行う。 
56 本分析では、ハーフィンダール指数が 0 から１までの指数でるため、ロジスティック変換を行

っている。 
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(𝐸𝑖𝑗,𝑡 𝐻𝑖𝑗,𝑡⁄ ) (∑ 𝐸𝑖𝑗,𝑡

𝑖

∑ 𝐻𝑖𝑗,𝑡

𝑖

⁄ ) 

 

𝐸𝑖𝑗,𝑡は、𝑡 年における県𝑖 の産業  𝑗 の従業者数である。 

𝐻𝑖𝑗,𝑡は、𝑡 年における県𝑖 の産業  𝑗 の企業数である。 

 

５．生産関数の計測と外部効果の推計 

５．１ 製造業センサスデータを用いた生産関数の推計 

タイ全国に所在する７７県すべての製造業２６業種に関する 2012Census データを

用いて、生産関数の計測及び付加価値額に対する産業の特化、産業の多様性（高い競

争度）の効果を推計する。付加価値額（Ｙ）の変動を資本ストック（Ｋ）、労働投入（Ｌ）

という生産要素の投入によって説明し、町田(2009)に倣い、地域産業における特化、

多様性（高い競争度）が望ましい産業集積のあり方に影響を与えると考え、生産関数

をコブ・ダグラス型で定義すると(1)式のようになる。 

 

𝑌 = 𝐴𝐾𝛼𝐿𝛽                         (1) 

地域産業における多様性や競争が、望ましい産業集積のあり方に影響を与えるとし、 

 

   𝑌 = 𝐴𝐾𝛼𝐿𝛽𝐷ɤ𝐶𝛿                       (2) 

次に、(2)式の対数をとった以下の(3)式を推定する。  

𝐼𝑛(𝑌𝑖) = 𝛼 + 𝛼𝐼𝑛(𝐾𝑖) + 𝛽𝐼𝑛(𝐿𝑖) + 𝛾(𝐷𝑖) + 𝛿(𝐶𝑖) + 𝜖(𝑑𝑢𝑚) + 𝜆(𝑐𝑟𝑜𝑠𝑠) + 𝜇𝑖 (3) 

 

Ｙ：付加価値額、ａ：定数項、Ｋ：資本ストック（in）、Ｌ：従業員数(in)、Ｄ：特

化、Ｃ：多様性（高い競争度）、企業間競争状況、dum：工業団地ダミー、地域ダミ

ー、cross:交差項（「地域、工業団地のある県」と「特化、多様性（高い競争

度）」、「地域、工業団地のある県」と企業間競争状況」、「R&D 集約度の高い業

種」と「特化、多様性（高い競争度）、企業間の競争状況」との交差項、μ：誤差項 
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特化を示す指標（Ｄ）、多様性(高い競争度）を示す指標（Ｃ）を説明変数とし、

付加価値額に及ぼす影響をみていく 57。 

「工業団地のある県においては、仮説 1 の外部性の効果が他の県に比べより一層強

い」という第二の仮説を検証するために工業団地所在県ダミーと特化係数、市場の競

争度を測る指数であるハーフィンダール指数、競争指数との交差項を導入している。  

また、R&D 集約度の高い業種が集積している県では、産業特化、多様な業種構成に

より他の県よりも付加価値額の創出を高めている、という第三の仮説を検証するため

に、R&D 集約度の高い業種と特化係数、市場の競争度を測る指数であるハーフィンダ

ール指数、競争指数との交差項を導入している。  

本分析は、特化、市場の競争といった外部経済効果が付加価値額の増加に与える影

響を分析した先行研究を拡張し、以上の交差項を導入する。 

 第一の仮説の検証結果で予想される符号は、資本ストック並びに雇用者数の符号は

「正」である。次に外部性の経済効果を受けると考えるため、産業の特化、すなわち

特化係数の符号は「正」、市場の競争度を測る指数であるハーフィンダール指数の符号

は「負」である58。また、競争指数の符号は「正」とする。 

第二の仮説の検証結果で予想される符号は、産業構成の特化による規模の経済効果

と都市の多様性による規模の経済効果が工業団地ではその他の県と比べてより強いと

考えられるため、工業団地所在県ダミーと特化係数、ハーフィンダール指数の交差項

の符号はそれぞれ「正」、「負」である。工業団地所在県ダミーと競争指数との交差項

は、符号が「正」であれば、多くの企業が工業団地に参入し自由な競争を展開してお

り、符号が「負」であれば、同種の企業による独占的な事業展開が行われていること

を示唆する。タイでは、工業団地を中心に独占的な運営が展開されていると予想され

ることから、予想される符号は「負」である。  

第三の仮説検証で予想される符号は、第二の仮説と同様に産業構成の特化による規

模の経済効果と都市の多様性（高い競争度）による規模の経済効果が R&D 集約度の

 
57 特化係数は、当該地域の各産業の比率を全国のそれと比べたものである。そのため全国の比

率自体に歪みがあると正確に特化の指標を抽出できない欠点も指摘されている。一方で、多様性指

標（ハーフィンダール指数：HHI)は、当該地域内の業種分布から抽出するので全国の歪みに影響さ

れない。そのため、本分析では、特化指標と多様性（高い競争度）指標の両方を推計式に加え分析

を行う。 
58 ハーフィンダール指数は、「負」であることで、多様性（高い競争度）であることを示す指標で

ある。 
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低い業種より強いと考えられるため、R&D 集約度の高い業種と特化係数、ハーフィン

ダール指数との交差項の符号は、それぞれ「正」、「負」である。R&D 集約度の高い業

種と競争指数の交差項は、符号が「正」であれば、多くの地場企業が工業団地に参入

し自由な競争を展開しており、符号が「負」であれば少ない大企業が、同種の企業に

よる独占的な事業展開が行われていることを示唆する。タイでは、日本企業を中心バ

ンコク周辺部や中央部に R&D 集約度の高い企業が進出し、企業規模の大きさから少

数企業による独占的な事業運営が展開されていると考えられるため、予想される符号

は「負」とした。 

 

５．２ 記述統計量 

 付加価値額並びに資本ストック額は、為替の影響を排除するため、現地通貨である

THB(タイバーツ)を使用している。付加価値額の最高値は、248,290 百万 THB であり、

日本円に換算すると 891,361 百万円である59。77 県の 26 業種の中には、付加価値額を

算出していない業種もあるため最小値は 0THB となる。また、資本ストック額は、最高

値で 53,487 百万 THB であり、日本円に換算すると 192,018 百万円である。資本スト

ックがゼロである業種もある。次に雇用者数は、最大で 235,436 人であり、最小で 1

人である。なお、付加価値額、資本ストック、雇用者数については、いずれもタイ国

家統計局の提供するデータを使用している。 

 

表 2-6 付加価値額の増加に影響与える諸要因の記述統計量 

 

(出所)筆者作成。 

 

 
59 1 円=3.59 バーツ。2019 年 12 月 10 日現在 

単位 観測数 平均 標準誤差 最小値 最大値

va 付加価値額 百万THB 932 4,114 13,936 0 248,290

fa 資本ストック額 百万THB 847 752 3,327 0 53,487

em 雇用者総数 人 1000 9,015 21,794 1 235,436

ic 特化指数 914 14.37 64.34 0.01 1,140

hhi 多様化指数 1032 0.13 0.09 0.05 0.35

ci 競争指数 980 4.68 32.58 0.01 975

変数
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５．３使用データ 

使用したデータは、タイ国家統計局（National Statistical Office of Thailand.

以下、NSO と略）が提供する 2012Census データである。 

なお、タイ国家統計局の設定する４桁コード単位によるタイの全 77 県の 26 業種の

分析データを構成60している。 

 

６．分析結果と結果の含意 

第一の仮説、「産業の特化、産業の多様性、競争環境はすべての地域において付加価

値を高める」を検証するモデルは表 2-7 の（１）と（２）である。 

次に第二の仮説、「工業団地のある県においては、仮説 1 の外部性の効果が他の県

に比べより一層強い」ことを検証する分析モデルは表 2-7 の（３）,（４）である。 

そして、第三の仮説、「R&D 集約度の高い業種が集積している県では産業の多様で

競争的であることの効果が他の県よりも強い」を検証するモデルは表 2-7 の（５）、

（６）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
60 タイ国家統計局（National Statistical Office of Thailand.）が提供する業種別データ。2

桁分類から 5 桁分類で提供されている。  
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６．１ 分析結果 

表 2-7  地域経済の付加価値額の増加を説明する諸要因の影響（OLS 推計モデルに

よる推計結果） 

(2)

VARIABLES 付加価値額 付加価値額 付加価値額 付加価値額 付加価値額 付加価値額

In fa:資本ストック 0.181 *** 0.183 *** 0.185 *** 0.192 *** 0.181 *** 0.182 ***

(0.012) (0.012) (0.011) (0.013) (0.012) (0.012)

In em:雇用者数 0.817 *** 0.844 *** 0.804 *** 0.845 *** 0.811 *** 0.855 ***

(0.022) (0.024) (0.020) (0.024) (0.022) (0.024)

ic:特化係数　(mar) 0.027 ** 0.028 ** 0.023 *** 0.021 ** 0.026 ** 0.027 **

+:特化 (0.012) (0.013) (0.005) (0.009) (0.012) (0.012)

hhi:ハーフィンダール指数(Jacobs) -0.166 *** -0.126 *** -0.151 ***

－多様化、競争的、+独占 (0.037) (0.040) (0.038)

In ci:競争指数　（Porter) 0.012 ** 0.009 0.052 ***

−独占、+:競争的 (0.006) (0.006) (0.013)

cici:工業団地所在県ダミー 0.061 *** 0.082

×特化係数 (0.021) (0.057)

chhi：工業団地所在県 -0.230 ***

ダミー×ハーフィンダール指数 (0.054)

ccii：工業団地所在県ダミー -0.002

×競争指数 (0.038)

cich:R&D集約度の高い業種 0.060 0.112 *

ダミー×特化係数 (0.053) (0.064)

chhh：:R&D集約度の高い -0.114 **

業種ダミー×ハーフィンダール指数 (0.051)

ccih：:R&D集約度の高い業種 -0.037 ***

ダミー×競争指数 (0.012)

定数項 4.734 *** 4.566 *** 4.840 *** 4.568 *** 4.827 *** 4.550 ***

(0.113) (0.139) (0.116) (0.140) (0.116) (0.153)

工業団地ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

高R&D集約度業種ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

地域ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

決定係数 0.899 0.897 0.899 0.894 0.900 0.899

Mean VIF 1.790 1.780 1.920 1.740 1.680 2.860

hettest 0.073 0.040 0.144 0.066 0.057 0.056

標本数 966 966 966 966 966 966

有意水準：*は10%、**は5% ,***は1%   （　）内は標準誤差

注）地域ダミー：全国6地方（バンコク、バンコク周辺部、中部、東北部、北部、南部）

注）特化係数とハーフィンダール指数との相関係数：-0.0405(観測数1624）、特化係数と競争指数との相関係数：-0.0864(観測数1486）

（4）

OLS推計モデル

(robust) (robust)

OLS推計モデル

（1）

OLS推計モデル

(robust)

（

交

差

項

）

工

業

団

地

（

交

差

項

）

高

R

&

D

集

約

度

業

種

（3） （5）

外

部

経

済

効

果

（6）

(robust)(robust)

仮 説 １ の 検 証 仮 説 2 の 検 証 仮説3の検証

 

（出所）筆者作成。 
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６．２ 資本ストックと雇用者数に関する分析結果 

分析結果は以下の通りである。 

表 2-7 の（１）、（２）、（３）、（４）、（５）、（６）のいずれも資本ストッ

ク並びに雇用者数が付加価値額に与える影響は有意に「正」の符号を示した。これは、

資本ストック並びに雇用者数の増加が付加価値額を増加させることを示している。資

本、労働の投入は、いずれも付加価値額の増加に寄与することを示唆しているが、係

数をみると資本ストックと比べて雇用者数の係数が大きい。これは、資本の投入より

も労働力の投入がより付加価値額の増加に寄与することを示している。このことから、

タイの製造業が労働集約的であることが示唆される。 

 

６．３ 外部経済効果に関する分析結果 

次に、外部経済効果である。 

表 2-7 の（１）、（２）、（３）、（４）、（５）、（６）のいずれも、産業の特

化が付加価値額に与える影響の符号は有意に「正」である。これは、産業の特化は地

域経済の付加価値額を高めることを示している。産業の特化による規模の経済効果が

生産効率を高めることがその要因であると考える。 

また、市場の競争度が付加価値額に与える影響を分析するモデルの内、ハーフィン

ダール指数を用いたモデルは、表 2-7 の（１）、（３）、（５）である。分析結果は、

いずれも有意に「負」の符号を示す。これは、地域産業の構成が多様であり競争的で

あることが地域経済の付加価値額の増加に寄与することを表している。多くの異業種

企業が進出し、知識がスピルオーバーされる県では、多国籍企業の海外現地法人と地

場企業が技術移転による交流を深めるなどにより、地域経済の付加価値額を高めてい

ることが推察される。 

市場の競争度が付加価値額に与える影響を分析するもう一つのモデルである競争

指標は、表 2-7 の（２）、（４）、（６）である。分析結果は（４）を除き符号は有

意に「正」であった。これは、企業間の競合状況が競争的であるほど地域経済の付加

価値額の向上に寄与することを示している。多くの企業が地域の産業集積に参入し競

争状況の中で付加価値額を高めていることが推察される。 

以上の結果は、産業の多様性、競争環境と付加価値額に正の相関があることを示し

ている。 
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６．４ 交差項に関する分析結果  

交差項による分析結果は以下の通りである。表 2-7 の（３）は、工業団地を県内

に持つ県と、特化係数、ハーフィンダール指数の交差項を追加導入したモデルである。

また、表 2-7 の（４）は、工業団地を県内に持つ県と、特化係数、競争指数の交差項

を追加導入したモデルである。 

（３）の分析結果は、特化係数の符号が有意に「正」を示し、ハーフィンダール指

数の符号もまた有意に「負」を示した。（４）の分析結果は、競争指数の符号は「負」

ながらも有意を示さなかった。工業団地所在県では交差項の特化係数が 0.061 に対し、

その他の県の特化係数は 0.023であるため、工業団地所在県の特化係数は 0.061+0.023

となる。また、多様性（高い競争度）は、工業団地所在県では、ハーフィンダール指

数の交差項が－0.230 に対し、その他の県のハーフィンダール指数は－0.126 である

ため、工業団地所在県のハーフィンダール指数は－0.230－0.126 となる。これは、工

業団地のある県では、産業特化やハーフィンダール指数といった外部経済効果が他の

県と比べて効果的であり、付加価値向上を高めることを示している。競争指数につい

ては、工業団地所在県では、有意な結果を示さなかった。  

R&D 集約度の高い業種は、表 2-7 の（５）では、特化係数は 0.060 に対し、その他

の業種の特化係数は 0.026 であるため、R&D 集約度の高い業種の特化係数は

0.060+0.026 となる。また、多様性（高い競争度）は、R&D 集約度の高い業種の交差

項のハーフィンダール指数が－0.114 に対し、その他業種のハーフィンダール指数が

－0.151 であるため、R&D 集約度の高い業種のハーフィンダール指数は－0.114－

0.151 となる。これは、R&D 集約度の高い業種は、産業特化やハーフィンダール指数

といった外部経済効果が他の産業と比べて効果的であり、付加価値向上を高めること

を示している。市場の競争度を測るもう一つの指標である競争指数を用いた（６）の

分析では、企業間競争の符号は、有意に「負」を示している。これは、R&D 集約度の

高い産業は特化といった外部効果の影響をより強く受けるとともに、同業種の企業間

の独占あるいは寡占的な競争環境に影響を受けることを示している。  

 

６．５ 仮説検証 

本分析の第一の仮説、「産業の特化、産業の多様性、競争環境はすべての地域にお

いて付加価値を高める」であった。 
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提起された第一の仮説が支持されたかどうかについて、（１）、（２）の特化係数、

ハーフィンダール指数の符号は、それぞれ有意に「正」、「負」であった。一方、競争

指数との交差項の符号は有意に「正」を示した。したがって、特化と多様性（高い競

争度）に関して、第一の仮説を支持する結果を示したものと考える。 

第二の仮説は、「工業団地のある県においては、仮説 1 の外部性の効果が他の県に

比べより一層強い」であった。 

提起された第二の仮説が支持されたかどうかについて、（３）、（４）の工業団地

所在県ダミーと特化係数、ハーフィンダール指数の交差項の符号は、それぞれ有意に

「正」、「負」であるためその係数は他の県と比べてさらに高い。一方、工業団地所在

県ダミーと競争指数との交差項の符号は「負」ながらも有意な結果を示さなった。し

たがって、特化と多様性（高い競争度）に関して、第二の仮説を支持する結果を示し

たものと考える。 

第三の仮説は、「R&D 集約度の高い業種が集積している県では産業の多様性、競争

環境の効果が他の県よりも強い」であった。 

提起された第三の仮説が支持されたかどうかについて、（５）、（６）のＲ＆Ｄ集

約度の高い産業ダミーと特化係数、ハーフィンダール指数、競争指数を示す指標との

交差項は、特化係数の符号は（６）では有意に「正」を示し、ハーフィンダール指数

の符号は（５）、（６）のいずれも有意に「負」を示した。一方、競争指数との交差

項の符号は有意に「負」を示した。したがって、特化と多様性（高い競争度）に関し

て、第二の仮説を支持する結果を示したものと考える。 

以下の表 2-8 に、仮説の検証結果をまとめる。 
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表 2-8 仮説と検証結果のまとめ 

 

(出所)筆者作成。 

 

おわりに 

 

本章は、東南アジアでも有数の産業集積が形成されている一方で、産業の高度化、

産業構造の転換に迫られているタイに着目し、第一の仮説、「産業の特化、産業の多

様性、競争環境はすべての地域において付加価値を高める」、第二の仮説、「工業団

地のある県においては、仮説 1 の外部性の効果が他の県に比べより一層強い」、第三

の仮説、「R&D 集約度の高い業種が集積している県では産業の多様性、競争環境の効

果が他の県よりも強い」ことを検証した。 

産業の特化や都市の多様性（高い競争度）は、すべての地域において付加価値額の

増加に寄与することが明らかにされた。  

また、工業団地の所在する県や R&D 集約度の高い業種が集積している県では、産

業の特化、都市の多様化（高い競争度）など外部性の効果が、他の県よりも高い。し

たがって、2012 年までのタイでは、同一産業により特化されたＭＡＲ型産業集積とと

対象 仮説 産業集積の類型 予想符号 分析結果

MAR型（特化） 「正」：特化 「正」：特化は付加価値増加に寄与する

Jacobs型（都市の

多様性、競争的）
「負」：多様性があり競争的

「負」：多様性があり競争的な環境は付加価値

増加に寄与する

porter型（企業間

競争か独占か）
「正」：企業間競争

「正」：企業間競争が競争的な環境は付加価

値増加に寄与する

MAR型（特化）
「正」：特化に影響を受け、その影

響は他県より強い

「正」：特化は付加価値増加に寄与し、その効

果は他県より強い

Jacobs型（都市の

多様性、競争的）

「負」：多様性があり競争的な影響

を受け、その影響は他県より強い

「負」：多様性があり競争的な環境は付加価値

増加に寄与し、その効果は他県より強い

porter型（企業間

競争か独占か）

「負」：「独占的」な環境に影響を

受け、その影響は他県より強い
有意な結果を示さず

MAR型（特化）
「正」：特化に影響を受け、その影

響は他の産業より強い

「正」：特化は付加価値増加に寄与し、その効

果は他の産業より強い

Jacobs型（都市の

多様性、競争的）

「負」：多様性があり競争的な影響

を受け、その影響は他の産業より強

い

「負」：多様性があり競争的な環境は付加価値

増加に寄与し、その効果は他の産業より強い

porter型（企業間

競争か独占か）

「負」：「独占的」な環境に影響を

受け、その影響は他の産業より強い

「正」：「競争的」な環境は付加価値増加に寄

与するが、他の産業と比べるとその効果は弱い

工業団地のある県に

おいては、仮説1の外

部性の効果が他の県

に比べより一層強い

R&D集約度の高い業

種が集積している県で

は産業の多様性（競

争的であること）の効

果が他の県よりも強い

工業団地のあ

る県の産業集

積

R&D集約度の

高い業種が集

積している地域

タイ全土の県

産業の特化、産業の

多様性（競争的であ

ること）はすべての地

域において付加価値

を高める
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もに、多様な産業が集積する Jacobs 型による産業集積が付加価値額の増加に寄与し

ていることがわかる。しかしながら、近年のタイでは、中国企業の産業集積への進出

が増加するとともに、国境周辺に工業団地の建設がさらに加速している。これらの変

化についてさらなる研究が必要であり、今後の課題としたい。  

さらに、R&D 集約度の高い業種は産業特化や多様性があり競争的な市場環境とい

った外部経済効果により付加価値額を増加させることも明らかになった。しかしなが

ら、他の産業と比べて独占的な競争環境がより付加価値額の増加に寄与することを示

している。企業規模の違いが要因であると考えられるが、この点について、そのメカ

ニズムの解明もまた今後の課題である。 

本分析は、Ｒ&Ｄ集約度の高い業種を中心とする産業集積が同一の産業で特化しつ

つも多様で競争的な市場環境により付加価値額を増加させていることを示唆している。 

アジア金融危機、リーマンショック、大洪水など、タイは大きな経済危機に迫られ

た。直近では、米中貿易戦争の激化など再び厳しさが予想される経済環境の下、タイ

は中所得国の罠に陥ることのないよう、産業の高度化、産業構造の転換を急ピッチで

進めている。産業の高度化や産業構造の転換には、技術力の高い海外の多国籍企業の

直接投資や技術移転を促進させることが不可欠であり、付加価値額を高める産業集積

の形成や R&D 集約度の高い産業、業種の集積を深化させることが重要になろう。 

本分析結果は、中進国が中所得国の罠といった経済的な停滞状況に陥らない、ある

いは脱却するために、特化しつつも多様で競争的である産業集積の形成を進めるとと

もに、多国籍企業の直接投資や技術移転を産業集積に呼び込むインセンティブが必要

であることを示唆している。 

したがって、次章では、技術力の高い多国籍企業の直接投資や技術移転を促すイン

センティブと考える知的財産権保護水準に着目し、知的財産権保護の強化が技術移転

を促進することができるのかについて、検証を進めていく。 
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第三章  日本企業の技術移転と受入国の知的財産権保護 

 

はじめに 

 

先進技術や知識の輸入は、途上国が自国産業を迅速に高度化するために有用であり、

時間、コスト面から効率的である。特に自国産業が未成熟な段階では、多国籍企業の

直接投資やライセシングによる技術輸入が欠かせない。 

ところが、途上国の知的財産権保護の不備は模倣、漏洩リスクなどから品質の高い

技術の移転を阻害してしまう。 

知的財産権保護が適正水準より低い国では、移転技術の漏洩リスクから品質の高い

技術が移転されない。特に R＆D 集約度の高い業種ではその傾向は顕著であろう。そ

のため、品質の高い技術移転を求める途上国は、自国の知的財産権保護を適正な水準

に高めなければならない。  

このように、自国の発展段階、産業構成に応じた知的財産権保護水準は技術移転に

影響を及ぼす61。以上の点から、本分析は知的財産権保護と技術移転の関係を明らか

にするため以下の仮説を検証する62。 

第一に「知的財産権保護の強化は、技術輸出額を増加させる」。 

第二に「途上国及び中進国63では、知的財産権保護の強化が他国からの技術移転を

促す効果がより強い」。 

また、技術力を高めなければならない受入国にとってＲ&Ｄ集約度の高い業種の技

術移転は不可欠である。技術スピルオーバーの絶好の機会となるため、途上国は知的

財産権保護水準を適正な水準に整備していかなければならない。そこで、第三に「知

 
61 ここで留意しなければならないのは、自国にとっての適正な知的財産権保護水準である。スティ

グリッツ・グリーンウォルド（2017）は、「より厳格な IPR はイノベーションのペース向上にはつ

ながらない」ため、「ラーニングを促進するような IPR(知的財産権）制度を設計する」ことが重要

であると述べている。 
62 技術移転と技術輸出との関係について、技術輸出額が増加したからといって技術移転が進んだ

と単純に見ることはできず、解釈は慎重でなければならない。なぜなら、技術輸出を額ベースで

見ているため、１件当たりの技術輸出額が多額であれば総額は増加するからである。また、額ベ

ースであるため、移転技術の質を評価できない。しかしながら、一方で技術移転を示す指標とな

るデータ、技術輸出額の内容を示すデータの入手は困難である。そのため、本研究は、技術輸出

額を技術移転の代理指標として位置づけ、慎重な解釈を行なっている。 
63 本分析では、世界銀行の定義である下位中所得国の基準である 1 人当たり GNI が 4000 ドル未

満を「途上国」とし、同様に上位中所得国の基準である 4000 ドル以上 13000 ドル未満を「中進

国」と置き換えている。なお、13000 ドル以上は先進国である。 
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的財産権保護水準の強化は、R&D 集約度の高いハイテク産業の技術移転を促す」こと

を検証する。 

さらに、知的財産権保護水準と技術輸出の相関についてスティグリッツ・グリーン

ウォルド（2017）は、厳格な知的財産権制度は逆に途上国のラーニングとイノベーシ

ョンに「負」の影響もたらすことを指摘している。また、知的財産権保護水準と経済

厚生の相関について「正」、「負」の符号を示す研究結果があり、研究者間でもその結

論は定まっていない。発展段階により知的財産権保護水準と技術輸出の相関の符号が

異なる可能性も考えられるため、第四に「知的財産権保護の強化は企業内取引による

技術輸出を増加させるが、ある一定の知的財産権保護水準を超えると減少に転じる。

そのため、知的財産権保護の変化を横軸、企業内取引による技術輸出額の増減を縦軸

に置くと、その曲線は逆 U 字となる」。 

これまでの先行研究は、主に日本企業の技術輸出に対する意思決定の要因分析であ

るものが多い。本分析は２次項を用いた知的財産権保護水準と企業内取引による技術

輸出額の相関の抽出に取り組むなど、分析の視点を途上国側に置くことで先行研究を

拡張する。 

分析に際し被説明変数には、はじめに総技術輸出総額を用い、次に市場取引による

技術輸出、企業内取引による技術輸出を用いる。また発展段階別に知的財産権保護水

準の変化に対する技術輸出額の弾力性を捉えるため、先進国、中進国、途上国といっ

た発展段階と知的財産権水準との交差項を導入する。さらにハイテク産業など R＆D 

集約度の高い業種別に知的財産権保護水準の変化に対する技術輸出額の弾性値を捉え

るため、R＆D 集約度の高い業種と知的財産権水準との交差項を導入する。その他、

産業ダミー、アジアなど州別のダミーを分析モデルに応じて導入している。  

途上国における知的財産権保護強化と技術移転の促進について、途上国の狙いは先

進技術を効率的に自国企業にスピルオーバーさせることにある。先進技術や管理手法

が地場企業に移転することで生産性が上昇し付加価値額を高めるからである64。 

 

 

 
64 知的財産権の保護と所得水準の向上に関する「正」の関係ついて、若杉（2007、第 7 章）は、

Park and Wagh(2002)を基に、一人当たり GDP と知的財産権保護の高さが有意に「正」の相関関

係にあることを示している。  
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１．日本企業の技術輸出の現状 

 図 3-1 は、日本企業の技術輸出額を市場取引と企業内取引に分けその実績を示した

ものである。2009 年、2011 年、2016 年は前年実績を下回ったが、2017 年には 2015 年

に続いて３兆５千億円を超える技術が輸出された。また、2009 年を除き市場取引を企

業内技術輸出が上回っており、企業内の技術輸出の伸びが大きい。他方、図 3-2 は主

要な途上国の知的財産権保護水準推移を示したものであるが、いずれの国も 2014 年

以降、知的財産権保護水準が上昇している。主な途上国では、知的財産権保護が強化

されつつある（図 3-2）65。また、日本企業の企業内取引による技術輸出が増加してい

る（図 3-1）。 

図 3-1 日本企業の技術輸出額（全世界）

 

（出所）総務省「科学技術研究調査（2008～2017 年）」より筆者作成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
65 世界経済フォーラム(World Economic Forum:WEF)によって構築された各国の知的財産権保護

の指標“Protection of Intellectual Property Rights(PIPR)は、特許や著作権、意匠権など知的財

産権全体について、「1：保護が弱い」〜「7：世界基準並に強い」までの 7 段階で回答を集計し、

国ごとに平均値を算出したものである。（Gwartney et al.,2007） 
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図 3-2 主要新興国の知的財産権水準の推移 

 

（出所）World Economic Forum “Protection of Intellectual Property Rights より筆者作成。 

 

２．既往の研究  

受入国の知的財産権保護水準と多国籍企業による技術移転についてサーベイする。 

第一の仮説、「知的財産権保護の強化は、技術輸出額を増加させる」、第二の仮説に

おいて「途上国及び中進国では、知的財産権保護の強化が他国からの技術移転を促す

効果がより強い」の検証にあたり、知的財産権保護の強化が途上国の経済厚生に「正」

の影響を及ぼすとする研究と「負」の影響を及ぼすとする研究がある。他方知的財産

権保護水準にかかわらずイノベーションが創発される興味深い研究結果もある。この

ように知的財産権保護水準と経済厚生について、研究者の間でも結論が定まっていな

いことを明示しておきたい。 

また、第三の仮説「知的財産権保護水準の強化は、R&D 集約度の高いハイテク産業

の技術移転を促す」、第四の仮説「知的財産権保護の強化は企業内取引による技術輸出

を増加させるが、ある一定の知的財産権保護水準を超えると減少に転じる」ことを検

証するにあたり、符号の予想に援用した先行研究を合わせて示す。 

 

２.１ 技術移転が途上国に「正」の効果を持つとする先行研究 

若杉・伊藤（2011）は、技術輸出には直接投資を通じて自社の現地法人に技術輸出

するものと、資本関係を持たない企業に対して技術を輸出するものがあり、前者は企
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業内取引、後者は市場での取引によって行われるとした上で、移転される知的財産権

保護の程度が市場取引と企業内取引による技術輸出にどのような影響を与えるかにつ

いて分析している66。分析の結果は「第一に企業・産業特性と受入国の特性を制御した

上で、知的財産権保護の強化が市場取引を通じた外国企業への技術輸出を促進させる

こと、第二に知的財産権保護の強化は平均的には企業内取引による技術輸出に負の影

響をもたらすが、Ｒ＆Ｄ集約度の高い業種においては知的財産権保護の強化が企業内

取引による技術輸出に正で有意な影響をもたらす」67ことを明らかにした68。また、若

杉・伊藤(2011)は、現地法人のＲ＆Ｄ活動や本社からの企業内技術移転が現地法人の

生産性を高めるかどうかについても検証 69した70。分析結果は「第一に現地法人による

Ｒ＆Ｄ活動と親会社から現地法人への企業内技術移転がともに生産性を高めること、

第二に技術移転の限界収益が逓減することを明らかにした上で、知的財産権保護が技

術移転の決定要因として重要な役割を持つこと」71を示した72。 

途上国に技術が移転されるルートには、大きく発展途上国企業の模倣活動によるも

のと、先進国の多国籍企業による途上国への直接投資（FDI）がある。Lai（1998）は、

途上国は模倣ではなく海外直接投資（FDI）によりイノベーションや生産移管が促され

 
66 若杉・伊藤(2011)、PP.85-86。若杉・伊藤(2011)は企業属性として、①企業規模の代理変数と

なる輸出企業の売上高（規模の大きい企業は技術輸出先の調査や海外進出に伴うコストに関して

優位性を持つと考えられるため市場取引・企業内取引による技術輸出のいずれも「正」の効果を

持つ）、②Ｒ＆Ｄ活動規模を示す変数として、輸出企業のＲ＆Ｄ支出額（Ｒ＆Ｄ活動に積極的に取

り組んでいる企業はその成果を輸出する性向があると考えられるため、技術輸出に対して「正」

の寄効果を持つ）、を採用している。また、受入国の属性として、①1 人当たり GDP、②市場規模

として人口、③貿易取引における市場の開放度（GDP に対する貿易額）をコントロールしてい

る。さらに、他に技術輸出先との距離が技術輸出に影響与えている可能性があるとして、日本と

輸出先国との距離、現地国の課税逃避を目的としたロイヤルティ支払額の計上が少なからず予測

されるとして、税効果を取り除くために輸出先の法人税率を導入している。  
67 若杉・伊藤(2011)、P.73。 
68 安藤（2012）によれば、「若杉・伊藤(2011)は、製造業企業を対象に、直接投資を通じた企業

内技術移転（企業内取引）とライセシング（市場取引）の決定要因を分析し、技術移転と知的財

産権保護の関係を検証している。ＯＬＳ推計やＳＵＲ推計において知的財産権保護の強化は、市

場取引に強い「正」の相関がみられることから、知的財産権保護の強化は、市場取引による技術

移転を拡大することを明らかにした」。日本国際経済学会 63 巻  
69 1996-1997 年、1999-2000 年の製造業企業の海外現地法人のデータ（経済産業省「海外事業活

動基本調査」の個票データ）を用いて、現地法人に関する生産性をコブ・ダクラス型生産関数に

基づいて推計している。 
70 安藤(2012)は、現実には、本国の親会社も含む企業全体の中で現地法人の担当するタスクが決

められることを考えると、現地法人のみの生産性を比較することの意味にやや疑問が残るとし

た。 
71 若杉・伊藤（2011)、P.123。 
72 被説明変数は、現地法人から親会社へのロイヤルティ支払額を採用しているため、企業が受入

国での税金支払い額を最小化するように移転価格を設定している可能性が否定できない（若杉・

伊藤、2011）。 
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ることを示している。 

企業内技術移転は第一段階として海外現地法人の生産性を高め、第二段階において

知識スピルオーバー効果により受入国の現地企業の生産性を高める。このような多国

籍企業の先進技術が地場企業にスピルオーバーするメカニズムについて、若杉、伊藤

（2011）は、第一段階の研究として、日本について企業内取引による技術輸出が海外

現地法人の労働生産性を高めることを示し、第二段階の研究として、Todo（2006）が

日本の多国籍企業によるＲ＆Ｄ活動が知識スピルオーバー効果によって国内企業の生

産性を上昇させることを実証的に示している。 

 

２.２ 技術移転やイノベーションが途上国に「負」の効果を持つとする先行研究 

先進国企業がイノベーションを行い、発展途上国企業がその成果を模倣する枠組み

を表したものに Helpman(1993)がある。動学的一般均衡モデルによって、発展途上国

の知的財産権保護が先進国企業の直接投資を促し、生産量を増加させることで先進国

の経済厚生を上昇させることを示す一方で、多国籍企業による独占が発展途上国の経

済厚生に対し「負」の影響が与えることを指摘している。 

また、Helpman の理論的枠組みを発展させたものに Glass and Saggi(2002)がある。

模倣活動、海外直接投資（FDI)、イノベーションを内生化したプロダクトサイクルモ

デルにより、知的財産権保護は模倣コストの増加を招き海外直接投資（FDI)、イノベ

ーションを減少させることを示した。 

さらに、特許を持つ企業が先進技術を独占する弊害を示した研究にスティグリッ

ツ・グリーンウォルド (2017)がある。厳格な知的財産権保護は、むしろイノベーショ

ンを阻害する原因となる可能性があることを指摘している。 

 

２.３ 知的財産権保護水準とイノベーション 

知的財産権保護制度が整備されていないにもかかわらず、中国の深圳ではイノベー

ションが活発化している。梶谷（2018）は、「深圳のイノベーションのエコシステムが、

必ずしも知的財産権保護権が十分に保護されていない状況の下で起きているというこ

とをどう考えるか」に対し、「プレモダン」、「モダン」、「ポストモダン」といった知的

財産権に対する異なる姿勢をとる三つの層が自生的に発生し、共存していることがむ

しろ旺盛なイノベーションを生む背景になっていると述べている。 
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２.４ 知的財産権保護水準の変化が技術輸出のチャネルに与える影響 

技術移転のチャネル別効果について、知的財産権保護の強化は、直接投資よりライ

セシング（市場取引）に大きい影響を持つことを示したものに Smith(2001)がある。

また、知的財産権保護の強化が、市場取引による技術輸出額を増加させることを示し

た研究に Yang and Maskus(2001)がある。「先進国のイノベーション」と「途上国への

技術移転」を促進する要因として、発展途上国の知的財産権保護がライセシングのコ

ストを低下させること、ライセンサーのレント率を高めることを挙げた。 

 

２．５ 本分析の特長 

本研究はこれまでの先行研究を以下の点において拡張する。 

第三の仮説「知的財産権保護水準の強化は、R&D 集約度の高いハイテク産業の技術

移転を促す」ことを明らかにするために、ハイテク産業の技術輸出と知的財産権保護

水準の関係を分析する交差項を導入している。 

第四の仮説「知的財産権保護の強化は企業内取引による技術輸出を増加させるが、

ある一定の知的財産権保護水準を超えると減少に転じる。知的財産権保護の変化を横

軸、企業内取引による技術輸出額の増減を縦軸に置くと、その曲線が逆 U 字となる」

ことを明らかにするため知的財産権保護水準を 2 次項として説明変数に導入している。 

途上国の知的財産権保護の強化が多国籍企業の技術輸出を増加させるメカニズム

について、多くの研究が蓄積されている73。しかしながら、ハイテク産業に焦点をあて

た研究や 2 次項を用いて知的財産権保護と企業内取引による技術輸出との相関を推計

する研究は筆者の知るかぎりでは見当たらない。 

 

３．推計の留意点と分析データ並びに分析角度   

分析に使用する技術輸出データは、総務省「科学技術研究調査（2007～2017 年）」

である74。技術輸出額総額と資本関係が 50％超の企業内で取引された金額が示されて

 
73 戸堂（2008）、黒崎・大塚（2015）に詳しい。  
74 分析には以下の国別データを用いた。アジアは、インド、インドネシア、韓国、タイ、中国、台

湾、パキスタン、フィリピン、マレーシア、シンガポール、ベトナムの 11 か国。中東は、イラク、

イラン、サウジアラビア、クウェート、トルコの 5 か国。米州は、アメリカ、カナダ、メキシコ、

アルゼンチン、ブラジルの 5 か国。欧州は、英国、イタリア、オーストリア、オランダ、スイス、

スウェーデン、スペイン、ロシア、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、フィンランド、フランス、
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おり、技術輸出の形態を市場取引と企業内取引の二つに区分できる 75。また、受入国の

属性として、世界銀行「 World bank GDP per capita, PPP (constant 2011 

international $)」の提供データから日本と受入国の経済力の格差、同じく世界銀行

のデータから貿易取引における市場の開放度、World Economic Forum の提供データか

ら直接投資に関する市場の開放度76、また税効果をコントロールするために KPMG77の

提供データから受入国の法人税率、さらに CEPⅡ78の提供データから受入国と日本の距

離を用いる。分析の焦点となる知的財産権保護の水準は World Economic Forum によ

る知的財産権保護の指標である“Protection of Intellectual Property Rights（以

下 pipr）”を使用する。この指標は、特許や著作権など知的財産権全体に関して「１：

保護が弱い」～「７：世界基準並みに強い」までの 7 段階で回答を集計し、国ごとに

平均値を算出したものである(Gwartney,Lawson,Sobel and Leeson,2007)。本分析で

は、知的財産権保護水準と「先進国」、「中進国」、「途上国」といった受入国の発

展段階79、並びに産業別のダミー変数との交差項を挿入することで、受入国の発展段

階や産業別に知的財産権保護が技術輸出に与える影響の差異を分析する。なお、日本

と受入国の経済力の格差に用いる指標である 1 人当たりＧＤＰは実質値を使用し、被

説明変数である技術輸出額についてはすべてデフレータにより実質化している。 

その他、経年的なマクロ経済要因をコントロールするため年ダミー変数をモデルに

導入している。 

 

４．分析のモデルと結果 

①知的財産権保護と技術輸出の推計 

 
ベルギー、ポーランド、ルーマニア、ギリシャの 17 か国。アフリカは、エジプト、アルジェリア、

ケニア、ナイジェリア、南アフリカの 5 か国。豪州は、オーストラリア、ニュージーランドの 2 か

国である。 
75市場取引による技術輸出額には、資本関係が 50％未満の海外現地法人への技術輸出が含まれて

いる。 
76 World Economic Forum は、受入国に新技術をもたらす指標として FDI AND TECHNOLOGY 

TRANSFE を、最小値を１、最大値を７として国ごとに２年間の平均値を毎年提供している。  
77 オランダを本部とする世界 154 カ国にわたるサービスファーム。若杉・伊藤（2011）は、説明

変数として採用した分析国の法人税率データを KPMG の提供データから得ている。 
78 CEPⅡ（Centre d’𝐸́tudes Prospectives et d’Informations Internationales）は、フランスの国

際経済研究機関である。若杉・伊藤（2011）は、説明変数として採用した分析国の各国首都間距

離データを CEPⅡの提供データから得ている。  
79 本分析では、世界銀行の定義である下位中所得国の基準である 1 人当たり GNI が 4000 ドル未

満を「途上国」とし、同様に上位中所得国の基準である 4000 ドル以上 13000 ドル未満を「中進

国」と置き換えている。なお、13000 ドル以上は先進国である。 
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 若杉・伊藤（2011）の推計モデルに基づく以下の推計式を用いて実証分析を行う。

 t 年における企業𝑖 から𝑗国への企業内取引と市場取引の技術輸出量、並びに両者の比

率は、日本企業の属性と受入国の属性によって決まると仮定するとき 

 

𝑡𝑒𝑐𝑒𝑥𝑖𝑗𝑡 = 𝑓 (Ｈ
𝑗𝑡

, 𝐹𝑖𝑡)                     (1) 

 

として、受入国の市場要因Ｈ
𝑗𝑡
と企業要因𝐹𝑖𝑡の関数とし、下記の式を推計する。 

 

𝐼𝑛(𝑡𝑒𝑐𝑒𝑥𝑖𝑗𝑡) = 𝑎 + 𝛽0𝐼𝑛(𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡) + 𝛽2𝐼𝑛(𝑔𝑑𝑝𝑣𝑠𝑗𝑗𝑡) + 𝛽3(𝑡𝑟𝑎𝑑𝑒𝑗𝑡) + 𝛽4𝐼𝑛(𝑡𝑎𝑥𝑗𝑡) + 𝛽5𝐼𝑛(𝑓𝑑𝑖𝑗𝑡)

+ 𝛽6𝐼𝑛(𝑑𝑖𝑠𝑡𝑗𝑡) + 𝛽7𝐼𝑛(𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡 × 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦) + 𝛼𝑡 + 𝜀𝑖𝑗𝑡   

                                                                   

(2) 

サブスプリクト𝑖 は業種、𝑗 は輸出先国、𝑡 は年を示す。 

 

 𝑡𝑒𝑐𝑒𝑥𝑖𝑗𝑡 ：市場取引と企業内取引による技術輸出を合算した総技術輸出額、𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡 ：知的財産権保護

水準、 𝑔𝑑𝑝𝑣𝑠𝑗
𝑗𝑡
：日本と受入国の GDP 対比率、𝑡𝑟𝑎𝑑𝑒𝑗𝑡 :貿易開放度（貿易総額/GDP）、 𝑡𝑎𝑥

𝑗𝑡
：受入国

の法人税率、𝑓𝑑𝑖𝑗𝑡 ：受入国の海外直接投資開放度、𝑑𝑖𝑠𝑡𝑗𝑡 ：東京と受入国首都との距離、𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡 ×

𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 ：知的財産権保護水準と産業、発展水準ダミーとの交差項、𝛼𝑡：年特殊要因、𝜀𝑖𝑗𝑡：誤差項 

𝑎：定数項 

 

𝐼𝑛(𝑡𝑒𝑐𝑒𝑥𝑖𝑗𝑡) = 𝑎 + 𝛽0𝐼𝑛(𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡) + 𝛽1𝐼𝑛(𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡
2) + 𝛽2𝐼𝑛(𝑔𝑑𝑝𝑣𝑠𝑗𝑗𝑡) + 𝛽3(𝑡𝑟𝑎𝑑𝑒𝑗𝑡) + 𝛽4𝐼𝑛(𝑡𝑎𝑥𝑗𝑡)

+ 𝛽5𝐼𝑛(𝑓𝑑𝑖𝑗𝑡) + 𝛽6𝐼𝑛(𝑑𝑖𝑠𝑡𝑗𝑡) + 𝛽7𝐼𝑛(𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡 × 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦) + 𝛼𝑡 + 𝜀𝑖𝑗𝑡   

                                                                (3) 

サブスプリクト𝑖 は業種、𝑗 は輸出先国、𝑡 は年を示す。 

 

𝑡𝑒𝑐𝑒𝑥𝑖𝑗𝑡 ：市場取引と企業内取引による技術輸出を合算した総技術輸出額、𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡 ：知的財産権保護

水準、𝑝𝑖𝑝𝑟2：知的財産権保護水準２乗したもの、 𝑔𝑑𝑝𝑣𝑠𝑗
𝑗𝑡
：日本と受入国の GDP 対比率、𝑡𝑟𝑎𝑑𝑒𝑗𝑡 :

貿易開放度（貿易総額/GDP）、 𝑡𝑎𝑥
𝑗𝑡
：受入国の法人税率、𝑓𝑑𝑖𝑗𝑡 ：受入国の海外直接投資開放度、

𝑑𝑖𝑠𝑡𝑗𝑡 ：東京と受入国首都との距離、𝑝𝑖𝑝𝑟𝑗𝑡 × 𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦 ：知的財産権保護水準と産業、発展水準ダミ

ーとの交差項、𝛼𝑡：年特殊要因、𝜀𝑖𝑗𝑡：誤差項、𝑎：定数項 

 

本章では途上国の知的財産権保護制度整備が先進国の技術移転を促すメカニズム

を明らかにするため、以下の仮説を検証する。  
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第一に「受入国の知的財産権保護の強化は、他国の技術輸出額を増加させる」。 

第二に「途上国及び中進国では、知的財産権保護の強化が他国からの技術移転を促

す効果がより強い」。 

第三に「知的財産権保護水準の強化は、Ｒ＆Ｄ集約度の高いハイテク産業の技術移

転を促す」。 

第四に「知的財産権保護の強化は、企業内取引による技術輸出を増加させるが、あ

る一定の知的財産権保護水準を超えると減少に転じる。そのため、知的財産権保護の

変化を縦軸に、企業内取引による技術輸出額の増減を横軸に置くと、その曲線は逆 U

字となる」。 

（２）式は、第一の仮説「受入国の知的財産権保護の強化は、技術輸出を増加させ

るかどうか」を検証するものである。企業𝑖の集合である𝑗国におけるt 年の総技術輸出

額（𝑡𝑒𝑐𝑒𝑥𝑖𝑗𝑡）を被説明変数とした推計において、予想される符号は知的財産権保護水

準（pipr）80が「正」、 日本と受入国の 1 人当たりＧＤＰの比率（gdpvsj)は市場規模

が魅力となるため「正」、市場開放度（fdi）は企業内取引の増加を促すことから「正」、

法人税率（tax）は企業内取引を減少させることから「負」、貿易取引における市場の

開放度として貿易開放度（trade）は貿易の活発化が技術移転を促すことから「正」、

東京から受入国の首都までの距離（dist）81はグラビティ・モデルの観点から「負」と

予想する。 

また、（２）式に途上国、中進国、先進国といった発展段階と知的財産権保護水準の

交差項を導入し、第二の仮説「中進国、特に途上国では、知的財産権保護の強化が他

国からの技術移転を促す」ことを検証する。予想する交差項の符号は先進国と比べて

「正」となる。また中進国や途上国の知的財産権保護水準が改善されることで技術移

転が促進されるため、先進国と比べて係数は高くなる。  

さらに、（２）式に R&D 集約度の高い業種と知的財産権保護水準との交差項を導入

することで、第三の仮説「知的財産権保護水準の強化は、R&D 集約度の高いハイテク

産業の技術移転を促す」ことを検証する。予想する符号は、ハイテク産業以外を基準

産業と置くと「正」となる。 

次に、（３）式は、（２）式に知的財産権保護水準（pipr）を２乗した説明変数を加

 
80 中進国、途上国の知的財産権保護水準（pipr）を図３−2 に示す。 
81 東京と受入国の首都との距離に人口ボリュームを重みづけた指標である。  
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えたものである。被説明変数は(2)式と同様に市場取引、企業取引による技術輸出額で

あり、その他の説明変数も（２）式と同じものを導入する。２次項を導入することで、

第四の仮説「知的財産権保護の強化は企業内取引による技術輸出を増加させるが、あ

る知的財産権保護水準を超えると減少に転じる」ことを検証する8283。予想される符号

は、知的財産権保護水準が低い段階では知的財産権保護の強化が企業内取引による技

術輸出を増加させるため 1 次項は「正」、知的財産権保護水準がある一定水準を超える

と企業内取引による技術輸出は減少し始めるため 2 次項は「負」を予想する。 

なお、若杉・伊藤（2011）は、企業属性として輸出企業の売上高、輸出企業Ｒ＆Ｄ

支出額を採用しているが、本分析ではデータ取得の困難性から輸出企業の企業サイズ

をダミー変数に導入することで対応している。また、市場規模をみる説明変数である

1 人当たりＧＤＰ、人口の指標は多重共線性の影響が無視できないため、日本と受入

国の経済格差を代理変数として対応した。その他の変数は、若杉・伊藤（2011）と同

様である。 

また、本分析にあたり、プーリングデータを用いた OLS 推計、パネルデータを用い

た変量効果モデル並びに固定効果モデルによる推計を試みた。また、Hausman 検定、

F 検定、Breusch and Pagan 検定により分析モデルを判定し、望ましいと考えられる

推計モデルを掲示している。なお、Hausman 検定が変量効果モデルか固定効果モデ

ルかのどちらが望ましいかを判定できない場合は、双方を補完するために変量効果モ

デルと固定効果モデルによる分析結果を併記する。  

 

５．総技術輸出額への影響  

本分析は、受入国の知的財産権保護水準や日本との GDP 対比率、貿易開放度、法

人税率、直接投資開放度、距離といった市場属性などが日本企業から受入国に対する

技術輸出額にどのような影響を与えるのかをみていく。  

① 記述統計量 

以下に本分析の用いる被説明変数並びに説明変数の記述統計量を示す。  

 
82 ２次項を推計式に導入することで、被説明変数に対する影響について、横軸に被説明変数、縦軸

に２次項を加えた説明変数を置くと、描く曲線が線型であるか、あるいは非線形であるかどうかを

判定することができる。 
83 （３）式よる推計では、企業内取引・市場取引の両者に代替関係が予測されるため、2 つの推

計式の誤差項に相関があることを許容した Zellner(1962)による SUR(Seemingly Unrelated 

Regression)を採用する。 
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被説明変数である総技術輸出額は最大 8,996 億円であり平均値は 3,222 億円である。

企業内取引による技術輸出額は、最大 8,947 億円であり、市場取引による技術輸出額

が最大 1,743 億円であることから、規模の大きさは約 5 倍である。 

知的財産権保護水準は、1 から最大７とした評価指標であるが、最小は 1.8、最大

は 6.6 である。 

 日本と受入国の経済格差は、受入国の GDP を日本の GDP で除した指標であるが、

最大で 219％である。 

FDI 開放度は、1 から最大７とした評価指標であるが、最小は 1.8、最大は 6.4 であ

る。 

受入国の法人税率は、最大値が 55％、最小値が 9％であり、平均は 27％である。 

貿易開放度は、GDP に占める輸入額比率と、GDP に占める輸出額比率を合計した

ものである。輸出入額が GDP に占める割合の大きい貿易国は最大値が高い。平均は

79.87％である。 

 

表 3-1 技術輸出の諸要因に関する記述統計  

 

（出所）筆者作成。 

 

② 知的財産権保護水準等による総技術輸出額に与える影響  

表 3−2 の変量効果モデル（１）、固定効果モデル（２）、は、第一の仮説である「受

入国の知的財産権保護の強化は、技術輸出額を増加させるかどうか」を検証するもの

である。（１）、（２）のいずれも市場取引、企業内取引による技術輸出額の合計（総技

単位 観測数 平均 標準偏差 最小値 最大値

tecex 総技術輸出額 百万円 8,691 3,322 25,518 1 899,622

tecexc 企業内取引技術輸出額 百万円 10,638 1,709 19,422 1 894,784

tecexm 市場取引技術輸出額 百万円 8,781 750 6,893 1 174,325

pipr 知的財産権保護の水準 53,567 4.49 1.19 1.80 6.60

gdpvsj
日本と受入国の経済格差
（受入国のGDP/日本のGDP）

％ 55,800 73.37 48.45 0.00 219.00

fdi FDI開放度指標 53,072 4.75 0.56 3.00 6.40

tax 受入国の法人税率 ％ 55,800 27.00 0.00 9.00 55.00

trade
貿易開放度
（貿易額/GDP)

％ 55,800 79.87 0.00 20.72 441.60

dist 日本と受入国の距離 km 55,800 8,401.5 3,453.6 843.8 18,297.7

変数
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術輸出額）を被説明変数としている。  

表 3−2 の（３）、（４）は、知的財産権保護水準が、受入国の発展段階や産業によっ

てより技術移転に対しより強い効果を及ぼすのかどうかを検証する分析モデルである。

(３)では第二の仮説「途上国及び中進国では、知的財産権保護の強化が他国からの技

術移転を促す効果がより強い」について検証する。また、（４）では、第三の仮説「知

的財産権保護水準の強化は、R&D 集約度の高いハイテク産業の技術移転を促す」を知

的財産権保護水準と産業ダミー84との交差項を用いて検証する。分析の結果、交差項

の符号が「正」であれば、R&D 集約度の高いハイテク産業ほど、知的財産権保護水準

の上昇がより多くの総技術輸出額を増加させることを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
84 農林水産業、鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、食料品製造業、繊維工業、パルプ・紙・紙

加工品製造業、印刷・同関連業、医薬品製造業、化学工業、石油製品･石炭製品製造業、プラスチ

ック製品製造業、ゴム製品製造業、窯業・土石製品製造業、鉄鋼業、非、金属製造業、金属製品

製造業、はん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業、電子部品・デ

バイス・電子回路製造業、電気機械器具製造業  

情報通信機械器具製造業、その他の製造業、電気･ガス･熱供給･水道業、情報通信業 、運輸業,郵

便業、卸売業、金融業,保険業、学術研究 ,専門・技術サービス業、サービス業(他に分類されない

もの) 
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表 3-2 知的財産権保護水準等が総技術輸出額に与える影響：変量効果 /固定効果モデルによる推計結果  

VARIABLES

In pipr: 0.292 * 0.456 ** 0.378 ** -0.220

知的財産権保護水準 (0.173) (0.216) (0.191) (0.327)

gdpvsj:1人当GDPの対比率 0.261 ** 0.314 * 0.276 ** 0.264 **

(受入国1人当GDP/日本のGDP） (0.112) (0.177) (0.126) (0.112)

trade:受入国の貿易開放度 -0.568 *** -0.343 ** -0.529 *** -0.559 ***

（貿易総額/GDP） (0.091) (0.168) (0.093) (0.092)

tax:受入国の法人税率 -0.098 -0.951 0.029 -0.036

(0.614) (0.678) (0.615) (0.616)

In fdi: 0.988 *** 0.603 * 0.836 *** 0.957 ***

受入国の直接投資開放度指標 (0.296) (0.321) (0.301) (0.297)

In dist: -0.368 *** -0.393 *** -0.357 ***

東京から受入国首都までの距離 (0.126) (0.135) (0.126)

交差項:先進国× 0.008

知的財産権保護水準(pipr) (0.110)

交差項:中進国× 0.227 ***

知的財産権保護水準(pipr) (0.059)

交差項：×輸送用機械 1.702 ***

知的財産権保護水準(pipr) (0.318)

交差項：電気機械器具製造業× 0.999 ***

知的財産権保護水準(pipr) (0.327)

交差項：情報通信機械器具製造業× 0.995 ***

知的財産権保護水準(pipr) (0.330)

交差項：医薬品製造業× 0.748 **

知的財産権保護水準(pipr) (0.327)

交差項：化学工業× 0.574 *

知的財産権保護水準(pipr) (0.316)

定数項 9.200 *** -69.705 9.289 *** 7.228 ***

(1.265) (309.213) (1.291) (1.257)

年ダミー Yes Yes Yes Yes

地域ダミー Yes No Yes Yes

産業ダミー Yes No Yes No

Breusch and Pasagan test

F test

決定係数 0.167 0.027 0.171 0.161

標本数 7627 7627 7627 7627

有意水準：*は10%、**は5% 、***は1%   （　）内は標準誤差

被説明変数：総技術輸出額（市場取引、企業内取引による技術輸出額の合計）

（1） （２） （３） （４）

変量効果モデル

技術輸出額

石油･石炭製品

製造業

 Prob > chibar2 =   0.0000

Prob > F = 0.0000

技術輸出額 技術輸出額

変量効果モデル 固定効果モデル

変量効果モデル

pipr:途上国

技術輸出額

 

注）変量効果モデルか固定効果モデルのどちらが望ましいか Hausman 検定から判定できないため、
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変量効果モデルと固定効果モデルによる分析結果の双方を併記する。  

注）本分析では、世界銀行の定義である下位中所得国の基準である 1 人当たり GNI が 4000 ドル未

満を「途上国」とし、同様に上位中所得国の基準である 4000 ドル以上 13000 ドル未満を「中進国」

と置き換えている。なお、13000 ドル以上は先進国である。  

（出所）筆者作成。 

 

分析結果は、以下の通りであった。  

（１）、（２）のいずれも知的財産権保護の水準と技術輸出額の増減に対し有意に「正」

の符号を示した85。受入国の知的財産権保護の強化が日本企業による技術移転が促進

されることが示したため。当初提起した第一の仮説は支持された。 

その他の説明変数について、技術輸出額に与える影響は、以下の通りである。  

日本と受入国の GDP 対比率は、受入国と日本との経済力の格差が、日本企業の技

術輸出に対しどのような影響を与えるのかをみることが目的である。分析の結果は、

有意に「正」の符号を示していることから、市場規模が大きければ大きいほど技術輸

出額が増加することを示している。 

次に、貿易開放度は GDP に占める輸入額比率と、GDP に占める輸出額比率を合計

したものである。これは、受入国の貿易障壁の高低が技術移転に与える影響をみるも

のである。分析の結果は、有意に負を示す。この結果は、貿易障壁が低く貿易が活発

な国ほど日本からの技術移転が減少することを示唆するものである。貿易の活発な国

では日本以外の国からの技術移転が増加している可能性も考えられる。  

受入国の法人税率は、税率の変化が日本企業の技術輸出に与える影響をみるもので

ある。法人税率の高さは、企業内取引による技術輸出を減少させることが予想される

が86、有意な結果を示さなかった87。 

受入国の直接投資開放度は、FDI に関する国内法制度や優遇政策等を 1 から７で評

 
85 弾性値は、（１）で 0.292、（３）で 0.456 であることから、知的財産権保護水準の 10％の改善

が技術輸出額を３〜４％増加させることを示している。  
86 表 3-3（SUR 推計）では、法人税率の高さが企業内取引による技術輸出額を減少させること

を、統計的に有意性を持って示した。  
87 受入国の法人税率は、法人税率の高い国では、技術購入の対価の中に海外現地法人の利益を含

ませることで節税対策をとる傾向がみられることが指摘されている。Hines(1995)は、進出国の法

人税率や源泉徴収税率などを説明変数に加えることで課税逃避などの税効果を取り除くことが可

能である、とした。  
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価する指標を用いて、FDI 開放度が技術輸出額に与える影響をみるものである88。外

資規制が厳しいほど 1 に近づき、規制が緩いほど 7 に近い値をとる。分析の結果は、

有意に「正」の符号を示す。この結果は、FDI に対する受入が進む国では、技術移転

が促進されることを示唆するものである。 

東京から進出国首都までの距離は、両国の首都の距離が日本企業の技術輸出に与え

る影響をみるものである89。分析の結果は、有意に「負」の符号を示す。この結果は、

受入国の首都と東京の距離が遠いほど日本企業の技術輸出が減少することを示唆する

ものである。距離は、今なお技術移転の障壁となっている。  

（３）の分析では、知的財産権保護水準と発展段階の交差項の符号は、途上国と中

進国で有意に正を示している。これは、途上国並びに中進国において知的財産権の強

化に対して総技術輸出額が増加することを意味している90。また、係数をみると中進

国の係数が 0.227 であるのに対し、途上国では 0.378 である。中進国の係数は

0.378+0.227 となり、知的財産権保護の効果は途上国よりも大きくなる。これは、中

進国や途上国では知的財産権保護の強化が他国からの技術移転を促す効果が先進国よ

り強いことを示している。 

（４）の分析では、交差項の符号が「正」を示している。これは、R&D 集約度の高

い産業がその他の産業と比べて、知的財産権保護水準が高ければ高いほど、より総技

術輸出額を増加させることを示す。また、その傾きが急であることは、その他産業と

比べて知的財産権保護水準の上昇に対する総技術輸出額の増加率が高いことを示して

いる。 

 

６．市場取引、企業内取引による技術輸出額への影響に関する分析  

これまでの分析の被説明変数に用いた技術輸出額は、資本構成比 50％未満の企業へ

の技術輸出を市場取引による技術輸出（ライセシング）と定義し、資本構成比 50％超

の企業への技術輸出額（企業内取引＝直接投資）を合わせた総技術輸出額であった。  

受入国の知的財産権保護水準や FDI の開放度、市場規模などにより、技術輸出の選

 
88 知的財産権保護の指標と同様に企業へのサーベイ調査により段階で構築されている。  
89 若杉・伊藤（2011）は、遠隔地であるほど取引相手である現地企業の情報収集や、取引後の監

視が困難であることを指摘している。  
90 知的財産権保護水準の 10％の改善により、途上国では、技術輸出が 3.78％増加し、中進国で

は、2.27%増加する。 
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択肢は変化するものと考える。そのため、総技術輸出額をさらに市場取引によるもの

と企業内取引によるものとに区分した上で分析する必要がある。そのため、表４−３は、

市場取引による技術輸出額と企業内取引による技術輸出額のそれぞれを被説明変数と

して推計モデルを構築する。（５）、（６）は市場取引による技術輸出額を被説明変数と

した推計モデルである。また、（７）、（８）、（９）、（１０）は、企業内取引による技術

輸出額を被説明変数とする推計モデルである。説明変数は、前節の推計モデルと同じ

指標を導入している。  

本分析の狙いは、第四の仮説である、「知的財産権保護の強化は企業内取引による技

術輸出を増加させるが、ある一定の知的財産権保護水準を超えると減少に転じる。」を

検証することにある。そのため、本分析では pipr1 次項単独での分析モデルと pipr1

次項に pipr2 次項を加えた 2 つのモデルを用いて分析を行う。 
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表 3-3 企業内取引・市場取引による技術輸出額：変量効果/固定効果モデル推計結果 

固定効果

モデル

固定効果

モデル

変量効

果モデル

固定効果

モデル

変量効果

モデル

固定効果

モデル

（５） （6） (７) （８） （９） （１０）

説明変数 技術輸出額 技術輸出額 技術輸出額 技術輸出額 技術輸出額 技術輸出額

pipr:In 知的財産権保護水準 1.119 ** 1.100 0.162 0.0315 2.456 * 2.989 **

(0.448) (2.508) (0.210) (0.256) (1.385) (1.455)

pipr:In 知的財産権保護水準 0.007 -0.856 * -1.139 **

（2次項） (0.934) (0.511) (0.552)

gdpvsj:1人当GDPの対比率 0.575 0.575 -0.068 -0.411 ** -0.020 -0.435 **

受入国の1人当GDP/日本のGDP (0.394) (0.395) (0.131) (0.205) (0.134) (0.205)

trade:受入国の貿易開放度 -0.539 -0.539 -0.379 *** -0.329 -0.370 *** -0.375 *

（輸出額＋輸入額)/GDP (0.370) (0.371) (0.110) (0.202) (0.110) (0.203)

tax:受入国の法人税率 -1.677 -1.676 -0.557 -1.107 -0.689 -1.286

(1.384) (1.390) (0.761) (0.832) (0.765) (0.836)

fdi: -0.358 -0.359 0.557 0.214 0.711 * 0.402

In 受入国の直接投資開放度指標 (0.682) (0.702) (0.367) (0.394) (0.378) (0.404)

dist: -0.177 -0.159

In 東京から進出国首都までの距離 (0.152) (0.153)

定数項 6.174 *** 6.187 ** 8.253 *** 6.847 *** 6.365 *** 4.998 ***

(2.236) (2.788) (1.516) (1.244) (1.890) (1.532)

年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

地域ダミー No No Yes No Yes No

産業ダミー No No Yes No Yes No

決定係数 0.004 0.004 0.110 0.003 0.109 0.004

標本数 2987 2987 4861 4861 4861 4861

Breusch and Pasagan test Prob>chibar2=0.0000Prob>chibar2=0.0000

F test Prob>F 0.0000 Prob>F=0.0000

husman　test 0.0014 0.0037

有意水準：*は10%、**は5% 、***は1%。　　　　  （　）内は標準誤差。

ー

市 場 取 引

（ライセシング）

企 業 内 取 引

（ 直 接 投 資 ）

Prob>chibar2=0.0000

Prob>F=0.0000

ー

Prob>chibar2=0.0000

Prob>F=0.0000

 

（出所）筆者作成。 

 

pipr1 次項のみで推計した（５）、（７）、（８）並びに pipr2 次項を追加導入した（６）、

（９）、（１０）の分析結果は以下の通りである。  

（５）では、知的財産権保護の強化による技術輸出への影響について、市場取引に

よる技術輸出の符号は有意に「正」の影響を与えることが示されたが、（７）では、企

業内取引は有意な結果を得られなかった。 
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２次項を導入した（６）、（９）、（１０）では、市場内取引による技術輸出額を被説

明変数とする（６）では有意な結果を得られなかったが、企業内取引による技術輸出

額を被説明変数とする（９）、（１０）では、pipr１次項の符号が「正」を示し、pipr２

次項の符号は「負」を示した。これは、知的財産権保護の強化に対し企業内取引によ

る技術輸出を増加させるが、知的財産権保護水準がある一定の水準に達すると、企業

内取引による技術輸出額が低下に転じることを示している。よって、（９）、（１０）の

分析結果は、企業内取引による技術輸出は、知的財産権保護の強化に対し逆 U 字の曲

線となることを示唆している。これは、当初提起した第四の仮説「知的財産権保護の

強化は、企業内取引による技術輸出を増加させるが、ある一定の知的財産権保護水準

を超えると減少に転じる」を支持する結果を示している。 

知的財産権保護の低い途上国が知的財産権保護を強化すると企業内取引による技

術輸出が増加する。その要因には、途上国の知的財産権保護水準が強化されることで、

漏洩リスクが低下するため、多国籍企業は海外現地法人を通じた技術輸出を選択する

ことになる（企業内取引による技術輸出）。よって、この段階では、輸出企業の技術移

転は市場取引というよりも企業内取引による技術輸出の伸びが高くなる。 

知的財産権保護水準が適正水準に近づくことで、企業内取引による技術輸出を通じ

て品質の高い技術が移転され、地場企業にスピルオーバーする。知的財産権保護水準

が高く、技術吸収力が高い国では、移転技術の漏洩リスクは低く、移転コストが安く

つくため、多国籍企業は市場取引による技術輸出を選択することになる。  

これが、企業内取引による技術輸出額が逆 U 字となる要因ではないかと考える。  

 

 

おわりに 

 

途上国にとって、先進技術の移転は技術水準の向上に手早く効率的である。そのた

め、先進技術の移転を促進する要因やメカニズムの解明は途上国の経済発展の観点か

ら重要な課題となろう。 

本章は、日本企業の技術移転に着目し、知的財産権保護水準が技術移転に与える影

響について４つの仮説を提起し検証した。 

表 3−2 の（１）、（２）の分析は、当初提起した仮説が支持されたかどうかについて
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は、第一の仮説である、「受入国の知的財産権保護の強化は、技術輸出額を増加させる」

について支持する結果を示した。  

また、表 3-2（３）の分析は、第二の仮説である「途上国及び中進国では、知的財産

権保護の強化が他国からの技術移転を促す効果がより強い」を支持する結果を示した。 

さらに、表 3-2（４）の分析は、第三の仮説である「知的財産権保護水準の強化は、

R&D 集約度の高いハイテク産業の技術移転を促す」を支持する結果を示した。  

最後に、表 3−3（９）、（１０）の分析は、第四の仮説である「知的財産権保護の強

化は企業内取引による技術輸出を増加させるが、ある一定の知的財産権保護水準を超

えると企業内取引による技術輸出は減少に転じる」を支持する結果を示した。表 3−3

（５）の結果と合わせると知的財産権保護の強化はある一定の水準を超えると企業内

取引から市場取引にとって代わる可能性を示唆している。  

途上国にとっての IPR(知的財産権）水準がどのような水準が望ましいのか、またそ

れはどのような要因から決定されるかについての明示は今後の課題である。  

筆者の知る限り、知的財産権保護水準と企業内取引による技術輸出が逆 U 字とな

るメカニズムや途上国の発展段階に応じた知的財産権保護水準を明らかにした先行研

究は見当たらない。 
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終章 

 

終章では、議論の総括と今後の研究課題をまとめる。  

１．議論の総括 

本論文は、東アジアの貿易構造の変化、産業の高度化と産業構造の変化、多国籍企

業による海外直接投資を経済発展の諸要因として、貿易構造の変化と東アジア域内国

の貿易額、地域産業集積の形成とタイの地域経済の付加価値額、知的財産権保護と日

本企業による技術輸出額の増加に焦点を当て、「正」の効果の実証と提起された仮説を

検証することが目的である。 

第一章では、グローバリゼーションの進展に伴う貿易構造の変化、すなわち、東ア

ジアの産業内貿易(IIT)の活発化が、域内貿易額を増加させることを確認した。 

本章では東アジアの域内貿易の活発化による垂直的分業の進化に注目し、東アジア

国際分業ネットワークのハブである日本、中国、韓国と東南アジア諸国との貿易統計

データから、言語の共通性や国境の隣接性など文化的地理的背景をコントロールしな

がら市場規模、２国間の貿易構造や距離が両国間の貿易に与える影響についてグラビ

ティ・モデルを用いて推定した。   

分析結果は、東アジアの国際貿易において、市場規模と貿易額に「正」の相関があ

ること、２国間の距離に対しては「負」の相関があることを示している。 

また、東アジア域内国の２国間貿易に占める垂直的産業内貿易（VIIT)のシェア増

加は２国間貿易額を増加させることが示され、提起された第一の仮説が支持される結

果となった。 

さらに、交差項を用いた分析結果は、2009 年から 2018 年の 20 年間、また 1999 年

から 2008 年、2009 年から 2018 年の各 10 年間の計測期間において、垂直的産業内貿

易額のシェアと 2 国間貿易額について日本、中国、タイの係数が大きい。これは、域

内分業のハブが日本から中国、そしてタイに拡大していることを示唆している 91。こ

のことは、提起された第二の仮説を支持する結果を示している。 

第二章では、東南アジアでも有数の産業集積が形成されている一方で、産業の高度

化、産業構造の転換に迫られているタイに着目し、地域経済の産業の特化、市場が競

 
91 タイをハブとした分業体制であるタイプラスワンが、拡大していることを示唆している。  
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争的といった外部経済効果と付加価値額との相関を検証した。 

分析結果は、産業の特化や産業の多様性、競争環境がタイのすべての地域において

付加価値額の増加に寄与することを示している。 

また、工業団地の所在する県や R&D 集約度の高い業種が集積している県では、産

業の特化、市場が競争的であるといった外部性の効果が他の県よりも高い。したがっ

て、2012 年までのタイでは、同一産業により特化されたＭＡＲ型産業集積とともに、

多様な産業が集積する Jacobs 型による産業集積が共に付加価値額の増加に寄与して

いることがわかる。 

さらに、R&D 集約度の高い産業は、産業特化や多様性があり競争的な市場環境とい

った外部経済効果の影響を受けつつも、企業間の競争環境においては他の産業より影

響を受けないことが示された。  

このことから、第一の仮説、「産業の特化、産業の多様性、競争環境はすべての地

域において付加価値を高める」、第二の仮説、「工業団地のある県においては、仮説

1 の外部性の効果が他の県に比べより一層強い」、第三の仮説、「R&D 集約度の高い

業種が集積している県では産業の多様性、競争環境の効果が他の県よりも強い」のい

ずれの提起された仮説は支持される結果を示した。  

第三章は、途上国が知的財産権保護制度を整備することで先進技術の移転が促進さ

れるメカニズムを解き明かすため、日本企業の技術移転に着目し知的財産権保護水準

が技術移転に与える影響について４つの仮説を提起し検証した。 

その結果、第一の仮説「受入国の知的財産権保護の強化は、技術輸出額を増加させ

る」、第二の仮説「途上国及び中進国では、知的財産権保護の強化が他国からの技術移

転を促す効果がより強い」、第三の仮説「知的財産権保護水準の強化は R&D 集約度の

高いハイテク産業の技術移転を促す」、第四の仮説「知的財産権保護の強化は企業内取

引による技術輸出を増加させるが、ある一定の知的財産権保護水準を超えると企業内

取引による技術輸出は減少に転じる」について、提起された仮説はいずれも支持する

結果を示した。特に第四の分析結果は、知的財産権保護の変化を横軸に、企業内取引

による技術輸出額の増減を縦軸に置くと、その曲線は逆 U 字となることが示された。 

 

 

 



69 

 

２．今後の研究課題 

最後に、本研究の分析により新たなに明らかとなった結果に基づき今後取り組む研

究課題をまとめておきたい。 

まず、第一章の「東アジアの域内分業構造変化と経済発展」に関する研究では、タ

イ、中国をハブとした東アジア国際分業構造についてさらなる研究が必要であると考

える。本研究はタイ、中国をハブとする国際生産ネットワークの実際には踏み込めて

いないため、分析対象期間の細分化や分析対象業種を拡大することでその詳細な態様

明らかにしていきたい。 

次に、第二章の「地域経済発展に寄与する産業の集積力」に関する研究では、タイ

の産業集積についてさらに都市単位など分析の粒度を細かくした研究が必要である。

タイにおける産業集積の多くはこれまで日本企業を中心に形成されてきたが、東部経

済回廊などにデジタル、航空、ロボット、バイオなど新産業を軸とする産業集積が建

設されていること、また本研究の分析期間である 2012 年以降も国境を中心に特別経

済開発区や工業団地が続々と建設されていることがその理由である。 

最後に、第三章の「日本企業の技術移転と受入国の知的財産権保護」に関する研究

では、企業内取引による技術輸出は知的財産権保護の強化とともに技術輸出額を増加

させるが、知的財産権保護水準がある一定の段階に達すると減少に転じることが明ら

かになり、知的財産権保護水準を横軸に企業内取引による技術輸出額を縦軸に置くと

その曲線が逆 U 字となることを示した。 

「途上国にとっての IPR(知的財産権）水準がどのような水準が望ましいのか、また

それはどのような要因から決定されるのか」について今後研究を深めていきたい。 
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付録１ タイの主要な産業集積(工業団地)一覧 
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（出所）国際協力銀行「タイの投資環境」／2017 年 8 月より筆者作成。 

 

北部 中部

① ランプーン県 北部地域工業団地 ⑨ プラナコンシーアユタヤー県 バンワーハイテク工業団地

サハ・グループ工業団地 バーンパイン工業団地

ラムプーン工業団地 ファクトリーランド・ワンノーイ工業団地

② ピチット県 ピチット工業団地 ロジャナ工業団地

東北部 サハラッタナナコーン工業団地

③ ウドンタニ県 ウドンタニ工業団地 ⑩ サラブリー県 へマラート・SIL

④ ナコンラーチャシーマー県 ナワナコン工業団地 ケーンコーイン工業団地

スラナーリー工業団地 ノンケエー工業団地

東部 ⑪ シンブリ―県 インドラ工業団地

⑤ プラーチーンブリー県 ３０４工業団地 バンコク首都圏

ボー・トン工業団地 ⑫ バンコク市 バーンチャン工業団地

ハイテックカビン工業団地 ジェモポリス工業団地

カビンブリ工業団地 Jongsatit Industrial Park

サハ・グループ工業団地 ラートクラバン工業団地

ロジャナ工業団地　プラチンブリ Panthong Kasem Industrial Estate

⑥ チャチュンサオ県 Alpha Technopolis Bonded Warehouse Thapaya International Industrial City

ゲートウェイシティ工業団地 ⑬ サムットサーコン県 マハラーチャナコン工業団地

ティー・エフ・ディー工業団地 サムットサーコーン工業団地

ウェルグロー工業団地 シンサーコン工業団地

⑦ チョンブリー県 アマタ・ナコーン工業団地 ⑭ サムットプラカーン県 バーンプリー工業団地

バンブン・パタナ工業団地 バーンプー工業団地

へ―マラート・チョンブリ工業団地 アジア工業団地スワンナプーム

レームチャバン工業団地 ⑮ パトゥムターニー県 バーンカディ―工業団地

ノンボン・ガーデン工業団地 ナワナコン工業団地

ピントン工業団地 タイランドサイエンスパーク

サハ・グループ工業団地 西部

⑧ ラヨーン県 アマタシティ工業団地 ⑯ カーンチャナブリー県 カーンチャナブリ工業団地

アジア工業団地 ⑰ ラーチャブリー県 ラーチャブリー工業団地

アジアターミナルポート工業団地 V.R.M.工業団地

イースタンシーボード工業団地 ⑱ ペッチャブリー県 カオヤイ工業団地

G.K.ランド工業団地 タイ・ダイヤモンドシティー工業団地

へマラートEIE ⑲ プラチュワプキーリーカン県 SV ウエスタン・シーボード

ヘマラート・ラヨン・IL 南部

ラバーシティ工業団地 ⑳ パッタニー県 ハーラール食品工業団地

マープタープット工業団地 ㉑ ソンクラー県 ソンクラー県南部工業団地

パーディーン工業団地 Thapaya International MD.City

ラヨン工業団地

RIL工業団地

ロジャナ工業団地　ラヨン１

サイアム・イースタン工業団地

SSP工業団地

T.C.C.工業団地

Thai Singapore 21
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神戸大学経済学研究科 博士課程後期課程 2020 年博士論文 

「日本企業の技術移転と集積効果による地域経済発展の実証研究」－東アジア域内貿易構造

の変化を起点に—（西野友浩） 

 

博士論文の文中に一部誤りがありました。ここに謹んでお詫び申し上げるとともに、正誤表

の通り訂正致します。 

正誤表 

 
頁/行 誤 正 

4 頁/脚注 3 
産業間貿易は、ヘクシャー・オリーンの貿易理論が
説明する生産要素の賦存状況が異なる先進国と発展
途上国との間の貿易である。一方向貿易とも呼ぶ。  

産業間貿易は、異なる産業に属する生産物が国民経済間で取引さ
れる貿易と定義される（石田、2003:104 ページ）。一方向貿易と
も呼ぶ（石戸・伊藤・深尾・吉池、2003:4 ページ）。 

7 頁/脚注 12 輸入関税品目体系である 輸入関税品目体系である。 

11 頁/1 行目 １国と j 国が １国と j 国の 

11 頁/10 行目 単位価値（β）で示す。 単位価値（β）で示す（Jingfei Yu、2011:8 ページ）。 

12 頁/1 行目 貿易シェアとなる。 貿易シェアとなる（Jingfei Yu、2011:8-9 ページ）。 

12 頁/3 行目 

𝑇𝑆𝑤 =
∑  𝑖 (𝑋𝑖𝑗𝑡

𝑤

 
, 𝑀𝑖𝑗𝑡

𝑤 )

∑  𝑖 (𝑋𝑖𝑗𝑡, 𝑀𝑖𝑗𝑡)
 𝑇𝑆𝑤 =

∑  𝑖 (𝑋𝑖𝑗𝑡
𝑤

 
+ 𝑀𝑖𝑗𝑡

𝑤 )

∑  𝑖 (𝑋𝑖𝑗𝑡 + 𝑀𝑖𝑗𝑡)
 

13 頁/脚注 22 本研究は、より原産国・地域間の貿易実態を明確化
するために、「各国における中国からの輸入額」を「中
国の各国向け輸出額:中国の輸出統計」 

「原産国と最終消費国の関係を捉える上では輸入統計の方が適
切である（熊倉、2011、43 ページ）」ことから、本研究は「各国
におけるある１国からの輸入額」を「ある１国の各国向け輸出額」 

13 頁/脚注 25 制度の調和により 制度の調和による 

14 頁/26 行目 （１）式は （４）式は 

15 頁/2 行目 分析するものとなる。 分析するものとなる（若杉、2007:242 ページ）。 

15 頁/3 行目 （１）式を （４）式を 

15 頁/脚注 27 
増加に関して、大きな•••。 増加に関して、東アジア諸国と地域貿易協定を形成する諸国との

間で大きな•••（若杉、2007:245 ページ）。 
23 頁/脚注 31 盤谷日本人商工会議所（JCC）による調査では 日本貿易振興機構（JETRO）による調査では 

23 頁/脚注 32 また、近年ではタイを CLMV との工程間分業のハ
ブと位置づけ、直接投資を増加させている。 

また、1985 年のプラザ合意以降、日本企業はタイ向け直接投資を
加速させてきた（大泉、2016:91 ページ）。 

23 頁/脚注 37 「タイ 3.0」は、現在も継続的で経済成長のための重
工業を重視した経済政策である。 

「タイ 3.0」は、「重工業」、「輸出指向」、「外資導入」がキーワー
ドとなる発展段階である（大泉、2017:93 ページ）。 

27 頁/脚注 38 若松雄 若松勇 

27 頁/脚注 40 タイ投資員会 タイ投資委員会 

27 頁/脚注 40 周辺 8 県向けである（大泉、2013））。 周辺 9 県向けである（大泉、2012:39 ページ）。 

28 頁/図 2-2  

（出所） 国際建設技
術協会（2014）『国建
協情報』844 巻 9 月
号 、 National 
Economic and Social 
Development Board
（ 2016 ）
『 THAILAND ’ S 
SPECIAL』 より筆
者作成。 

（出所）Google Maps、THAILAND 
BOARD OF INVESTMENT、「いま注目
をあつめるタイの最新投資制
度」第 2回「東部経済回廊（EEC）」、
国際建設技術協会（2014）、
Thailand Board of Investment
（2018）,A Guide to investment 
in the Special Economic 
Development Zones,pp.6.より筆
者作成(一部建設中を含む）。 
（注）白地図専門店 
(https://www.freemap.jp 
/item/asia/thailand.html ）よ
り無料ダウンロードした白地図
を基に筆者作成（2022 年 1 月 9
日最終アクセス）。 

28 頁/脚注 43 
今後タイ最大の工業団地があるマープタプットへの
複線鉄道建設、レムチャバン港拡大、バンコクラヨー
ン高速鉄道建設、ラヨーン国際空港の建設、ラヨーン
港の拡張などの•••。 

ドンムアン、スワンナプーム、ウタパオ国際空港を結ぶ高速鉄
道の新設、レムチャバン港、マプタプット港の拡張、ウタパオ
国際空港の増設などの•••（THAILAND BOARD OF INVESTMENT）。 

30 頁/脚注 44 2012 年•••。 2002 年•••（World Population Prospects: The 2017 Revision ）。 

34 頁/脚注 50 細谷（2009）は、経済成長の主要因を 細谷（2009）によれば、1980 年代以降、「内生的経済成長論」と
「新しい経済地理学」という２つの分野における研究の隆盛があ
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り、この経済学の新分野は経済成長の主要因を 
34 頁/脚注 51 大塚（2008）は、労働投入が 大塚（2008）によれば、労働投入は 

35 頁/21 行目 j 産業の従業員数と••• i 県従業員総数 j 産業の gross output と••• i 県 gross output 合計 

35 頁/22 行目 j 産業の全国総従業数と•••全国の従業員総数 j 産業の全国 gross output と•••全国の gross output 合計 

36 頁/2 行目 

(𝐸𝑖𝑗,𝑡/ ∑ 𝐸𝑖𝑗,𝑡

𝑗

) / (∑ 𝐸𝑖𝑗,𝑡

𝑖

∑ ∑ 𝐸𝑖𝑗,𝑡

𝑗𝑖

⁄ ) (𝐹𝑖𝑗,𝑡/ ∑ 𝐹𝑖𝑗,𝑡

𝑗

) / (∑ 𝐹𝑖𝑗,𝑡

𝑖

∑ ∑ 𝐹𝑖𝑗,𝑡

𝑗𝑖

⁄ ) 

36 頁/3 行目 𝐸𝑖𝑗,𝑡は、産業 𝑗 の従業者数である。 𝐹𝑖𝑗,𝑡は、産業 𝑗 の gross output である。 

36 頁/13 行目 

∑ (𝐹𝑖𝑗,𝑡 ∑ 𝐹𝑖𝑗,𝑡

𝑖

⁄ )

𝑗

2

 ∑ (𝐹𝑖𝑗,𝑡 ∑ 𝐹𝑖𝑗,𝑡

𝑗

⁄ )

𝑗

2

 

37 頁/1 行目 

(𝐸𝑖𝑗,𝑡 𝐻𝑖𝑗,𝑡⁄ )/ (∑ 𝐸𝑖𝑗,𝑡

𝑖

∑ 𝐻𝑖𝑗,𝑡

𝑖

⁄ ) (𝐻𝑖𝑗,𝑡 𝐸𝑖𝑗,𝑡⁄ )/ (∑ 𝐻𝑖𝑗,𝑡

𝑖

∑ 𝐸𝑖𝑗,𝑡

𝑖

⁄ ) 

47 頁/脚注 63 
54 頁/脚注 79 
61 頁/2-4 行目 

1 人当たり GNI が 4000 ドル未満を•••4000 ドル以
上 13000 ドル未満を•••13000 ドル以上は 

1 人当たり GNI が 4,125 ドル以下を•••4,126 ドル以上 12,745 ド
ル以下を•••、12,746 ドル以上は 

51 頁/脚注 66 PP.85-86。 84-86 ページ。 

51 頁/脚注 72 被説明変数は、現地法人から親会社へのロイヤルテ
ィ支払額を採用しているため、企業が•••否定できな
い（若杉・伊藤、2011）。 

ロイヤルティ支払いに関して、企業が•••否定できないことから、
若杉・伊藤は受入国と日本の法人税率の差をコントロール変数と
してモデルに加えている（若杉・伊藤、2011: 114 ページ）。 

52 頁/3 行目 の生産性を高める。 の生産性を高める（若杉・伊藤、2011:124 ページ）。 

53 頁/脚注 73 戸堂（2008）、黒崎・大塚（2015）に詳しい。 若杉・伊藤（2011）、黒崎・大塚（2015）に詳しい。 

57 頁/脚注 83 （３）式よる推計では 若杉・伊藤（2011）は 
57 頁/脚注 83 を採用する。 を採用している。 

61 頁/脚注 87 可能である、とした。 可能である、とした（若杉・伊藤、2011: 85 ページ）。 
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（ 注 ） 白 地 図 専 門 店
（https://www.freemap.jp/item 
/asia/thailand.html）より無料ダウ
ンロードした白地図を 
基に筆者作成（2022 年 1 月 9日最終
アクセス）。 
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